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農政産業観光委員会会議録 

 

日時       平成２７年１２月１４日（月）    開会時間 午前１０時０１分  
閉会時間 午後 ３時４８分  

 
場所       委員会室棟 第３委員会室 
 
委員出席者    委員長   桜本 広樹   

副委員長  佐藤 茂樹 

委 員   浅川 力三  河西 敏郎  白壁 賢一   皆川  巖 

渡辺 淳也   早川  浩    高木 晴雄   小越 智子 

 
委員欠席者 なし  
 
説明のため出席した者  
 

農政部長 橘田 恭  農政部次長 大熊 規義 農政部技監 西野 孝   
農政部技監 渡邊 祥司  
農政総務課長 丹澤 尚人  農村振興課長 伏見 勝   
果樹食品流通課長 土屋 重文   農産物販売戦略室長 大久保 雅直   
畜産課長 駒井 文彦  花き農水産課長 清水 靖   
農業技術課長 相川 勝六  担い手対策室長 依田 健人  耕地課長 福嶋 一郎  
 
産業労働部長  平井 敏男  産業労働部理事 桐原 篤   
産業労働部次長 上小澤 始  労働委員会事務局長 宮原 健一  
産業政策課長 立川 弘行  商業振興金融課長 末木 憲生   
成長産業創造課長 飯野 正紀  地域産業振興課長 山岸 正宜   
産業集積課長 初鹿野 晋一  労政雇用課長 横森 充   
産業人材課長 萩原 憲二  労働委員会事務局次長 小林 善太  
 
観光部長 茂手木 正人  観光部次長 樋川 昇  観光部次長 塚原 稔  
観光企画・ブランド推進課長 仲田 道弘  観光振興課長 奥秋 浩幸  
観光資源課長 志村 勇  国際交流課長 藤巻 美文  

 

公営企業管理者 矢島 孝雄  エネルギー局長（企業局長併任） 赤池 隆広  
企業局次長 末木 鋼治  企業局技監 仲山 弘  エネルギー政策課長 井出 仁  
企業局総務課長 廣瀨 久文  企業局電気課長 日向 一郎  

 

 
 

議第（付託案件） 

   第８８号 平成２７年度山梨県一般会計補正予算第一条第二項歳出中農政産業観光委員  
会関係のもの及び第二条繰越明許費の補正中農政産業観光委員会関係のもの  
及び第三条債務負担行為の補正中農政産業観光委員会関係のもの  

   第９５号 指定管理指定の件 

 

審査の結果   付託案件については、いずれも原案のとおり可決すべきものと決定した。 
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審査の概要   まず、委員会の審査順序について、農政部関係、産業労働部・労働委員会関

係、観光部関係、エネルギー局・企業局関係の順に行うこととし、午前１０時

１分から午前１１時４２分まで農政部関係（途中、午前１１時４２分から午後

１時１６まで休憩をはさんだ）、午後１時１６分から午後１時５８分まで産業

労働部・労働委員会関係（途中、午後１時５８分から午後２時３１分まで休憩

をはさんだ）、午後２時３１分から午後３時１０分まで観光部関係（途中、午

後３時１０分から午後３時３０分まで休憩をはさんだ）、午後３時３０分から

午後３時４８分までエネルギー局・企業局関係の審査を行った。 

 

主な質疑等 農政部 

 

※第９５号 指定管理指定の件  

 

質疑 

（山梨県立八ヶ岳牧場の指定管理者の指定の件について） 

浅川委員  八ヶ岳牧場は私の地元ですが、もう長いこと、昭和４３年からと今お聞きし

ましたが、本当に長いことやっているなと思っております。私どもの地域から

も酪農家がかなり夏、預けておることも承知しているわけであります。そうい

った中で、今回、また指定管理者に決まったという部分ですが、県の全体の畜

産の収入、生産量が大体１５０億円とか１３０億円と聞いているわけでありま

すが、県の農業収入の１５％ぐらいを占める話も聞いて、大変重要な役割を果

たしておるのではないかと思っております。一方、甲州牛の出荷する頭数も４

５０頭ぐらいを目標にする中で、この施設が大変重要だということも認識して

おります。 

  そこで、質問させていただきます。指定管理者の選定について幾つかお伺い

するわけですが、今回、公募が原則であったと承知しておりますが、県立八ヶ

岳牧場について、ほかのところから公募しなかったのは、どういう事情であっ

たわけですか。 

 

駒井畜産課長  公募をしなかった理由につきましては、県の定めた指定管理者の更新等に関

する事務手続のガイドラインがございます。その中で、指定管理者の公募の例

外といたしまして、試験研究等の業務の特殊性から、特定の団体に管理を行わ

せることが適当であるなど、特別の事情がある場合につきましては、公募によ

らず、特定の団体を指定管理者に選定することができることとしております。

八ヶ岳牧場につきましては、畜産農家に優良な子牛を提供するとか、畜産農家

からの預託家畜を適正に管理するとかの業務ほか、家畜の人工授精とか受精卵

移植等を活用した家畜の改良増殖など、試験研究等の役割を有しております。

これらの業務の特殊性から、指定管理者の選定については非公募としました。 

 

浅川委員  子牛育成協会は県が１００％出資している団体だと承知しておりますし、ま

た、農政部長がここの理事長ですよね。そういった中で、さまざまな取り組み

をしていただいていることはわかるのですが、子牛育成協会と県とのかかわり

というものを教えていただけますか。 

 

駒井畜産課長  県とのかかわりといいますか、子牛育成協会におきましては、八ヶ岳牧場で

行います家畜改良試験を県の酪農試験場と連携をしている中で、遺伝的な能力
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のデータとともに、生産子牛の能力の向上のための試験に取り組んでおります。

先ほどもありました、県産ブランド牛肉でございます甲州牛の生産拡大にも大

変貢献をしていただいております。 

  また、県の牛の改良という意味で、受精卵という技術がございますが、その

中でも受精卵の供給サブセンターと位置づけをさせていただきまして、そうい

った新技術についての試験に取り組んでいただいておるところでございます。

そういった中で、家畜の改良、また、増殖という意味で大変県との深いかかわ

りを持っております。 

 

浅川委員  審査内容についてですが、どのような審査を行ったのか教えてください。 

 

駒井畜産課長  審査につきましては、県が示した指定管理者選定要項に基づき、子牛育成協

会から提出された事業計画等について実施をいたしました。具体的には、牧場

の管理運営の方針や収支計画の的確性、及び利用者の増加やサービス向上のた

めの手法等について、公の施設にふさわしい管理運営計画となっているかどう

か、また、施設の設置目的や利用者ニーズが十分反映されているかどうかにつ

いて審査をいたしました。 

 

浅川委員  今回、５年に１回ですか、審査の中で子牛育成協会がどんな新しい工夫なり

を取り入れて提案しているのかも教えてください。 

 

駒井畜産課長  子牛育成協会から提出されました事業計画書の内容を審査いたしましたと

ころ、まず、品質の高い子牛を生産して、県のブランドであります甲州牛の増

頭につなげていくということ。また、繁殖管理の技術向上や新技術の導入によ

って、受託業務における利用者へのサービスの向上に努めていくこと、また、

畜産農家から希望が多い冬場、冬期預託というのがございますけれども、その

要望に応えていくということ。また、利用者ニーズを把握し、業務の中で要望

を十分に反映するために、農家を巡回指導しているということ。こういった工

夫をしている点を評価させていただきました。 

 

浅川委員  選定基準の中には、高度な専門技術とか知識を有しているということが言わ

れていますが、これは特にどんな部分が優れた部分なのか、ちょっと教えてい

ただけますか。 

 

駒井畜産課長  牧場で行う業務につきましては、家畜改良に伴います知識と繁殖技術に精通

した管理が大変必要なってくるわけでございます。山梨県子牛育成協会につい

ては、これらの業務を十分果たすべきスキルを持った職員を配置している点、

また、県内の農家の経営支援とか、技術指導にかかわります県内農家の状況を

十分熟知している点を評価させていただきました。 

 

浅川委員  委託料が５年間で９億８,５００万円ということですが、内訳はどうなって

るのでしょうか。 

 

駒井畜産課長  委託料の内訳につきましては、資料の４ページの表に示させていただいてお

りますが、委託料の９億８,５００万円は、県立八ヶ岳牧場の管理運営に必要

な経費１１億円余りから、施設利用料収入２億円余りを引いた金額に消費税相

当額を加えた金額で算定しております。必要経費１１億円の主な内訳について

は、人件費が約６割の７億円、肥料などの原材料費と飼料費がそれぞれ１割ほ
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どの１億円となっております。 

 

浅川委員  注２に施設利用料とありますが、これは預託牛の料金ですか。 

 

駒井畜産課長  はい、そのとおりでございます。施設利用料の主なものについては、県内の

酪農家、あるいは肉用牛農家から牛を預かる料金でございます。 

 

浅川委員  今までの委託料より６００万円ほど減っていますが、どのような理由で減っ

ているんですか。 

 

駒井畜産課長  支出につきましては、平成３０年度に退職予定者が出るということで、人件

費が１,４００万円ほど少なく見積もってございます。また、預託利用の増加

につきまして、利用料金が１,３００万ほど多くなるという状況にございます。

また、その一方で、預託の頭数がふえるということで餌代と、また消耗品等の

経費もふえる状況ではございます。これらの人件費の減少や利用料収入の増加、

また、及び餌代の支出等、勘案しましたところ、委託料が現行と比較して約６

００万円減少となりました。 

 

浅川委員  先般、議会の指定管理施設・出資法人調査特別委員会でも、指摘事項があっ

たわけでありますが、この辺については今後どのように対応していくのか、改

めて意見を聞きたいと思いますが。 

 

駒井畜産課長  子牛育成協会の経営健全化に向けた取り組みにつきましては、現在、平成２

４年度から２８年度までの５年間を計画期間とした経営計画を策定し、人員や

経費の削減を含む業務体制の見直しを行っているところでございます。具体的

には、給与カットによる人件費の削減や、原材料、医薬品等の節減などに取り

組んでおります。あわせて利用者アンケートなどによりましてニーズの把握に

努め、県民サービスの向上に努めているところでございます。 

  また、２８年度中には、新たな経営計画を定め、さらなる業務体制の見直し

など、経営の合理化を進めることとしております。 

 

浅川委員  まきばレストランの横に何か施設がありますよね。 

 

駒井畜産課長  まきば公園の施設の中でございますか。 

 

浅川委員  右側に、牛か何かを飾ってあるところですが、あそこは子牛育成協会の管理

なんですか。 

 

駒井畜産課長  あれは、まきば公園の管理の中で、子牛育成協会に委託をしております、畜

産の資料が置いてある畜産展示館等でございます。 

 

浅川委員  これは、この費用の中に入ってるのですか。 

 

駒井畜産課長  まきば公園に関しては入っておりません。 

 

浅川委員  ありがとうございました。改めて、９億何千万円の予算ですから、決意、そ

れから心構えをお願いして、終わります。 
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橘田農政部長  子牛育成協会には、本県の畜産振興に資するために今後も業務内容や経営状

況などをしっかりと把握し、適切、的確な指導監督に努めてまいります。そし

て、より効率的、効果的な運営改善を図ってまいります。また、理事長の立場

としても、適切に対応をしていきたいと考えております。 

  以上でございます。 

 

高木委員  今の課長のお話の中で、過去の５年間、経営の合理化をしてきたということ

でしたが、その中で最も合理化をしなければいけないことがあっただろうと思

います。今後の５年間に向けてその主たるものを教えてもらえませんか。 

 

駒井畜産課長  経営の合理化はいろいろな面で進めてきたわけでございますけれども、先ほ

ど申しましたとおり、畜産農家、大変厳しい状況にある中で牛を飼っていただ

いているわけですけれども、やはり９億円という大きな金額を委託する中では、

やはり中の経営改善として、先ほどもお話ししましたが、人員の経費や、ある

いは消耗品等の経費といったものの見直しをしながら経費カットに努めてい

きたいと考えております。 

 

高木委員  今、人件費という話があったと思いますけれども、その人件費を、今後どの

ように削減していくかの計画は立てられているのでしょうか。 

 

駒井畜産課長  先ほどの繰り返しになりますが、ここは、この５年間のうちに退職者も出る

予定がございます。また、県の職員と比較して低い給料設定となっております。

そういった面を考慮した中で人件費削減をしていきたいと考えております。 

 

高木委員  人件費削減イコール、いろいろ機能の低下につながっては困りますので、そ

の辺の配慮をよろしくお願いしたいと思います。また、平成２２年から２６年

の５年間を見ますと、地道にですが頭数がふえています。今後５年間どのよう

に頭数をふやしていくのかの計画はなされているのかどうか教えてください。 

 

駒井畜産課長  ここでは、夏の預託を天女山分場でしております。また、冬につきましては、

小淵沢の本場というところで牛を預かっておるわけでございますけれども、や

はり今の畜産農家が大変、餌代が厳しいと経営状態がございますので、ここへ

預けることによって、経費の削減や労働力の削減等につながります。経営改善

につながると十分役割を果たしていることから、今後もその預託につきまして

は、許す限りふやしていきたいと考えております。 

 

高木委員  今言われた許す限りとは、具体的な案は出されていないということで解釈し

てよろしいでしょうか。計画案など、何かしていきたいということはないので

しょうか。 

 

駒井畜産課長  具体的には、現在、過去の頭数の平均からいきますと、１１万９,０００頭

ぐらいだったものですけれども、それをやはり１２万頭ぐらいに伸ばしていき

たいと考えています。 

 

高木委員  私、平成２４年に一度ここにお伺いして調査をさせてもらって、勉強させて

いただいた経緯があるのですが、そのときに牛のふん尿から出る肥料を非常に

優れたものをつくっているというようにお見受けしたのですけれども、肥料に

ついては、肥料収入はどのように扱われているのでしょうか。 
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駒井畜産課長  この八ヶ岳牧場の業務の大きな一つとして、肥料を生産して県内の子牛農家

に販売するという業務もございます。現在、牧場では約１,０００トンの堆肥

を生産してございます。この売上が約５００万になりまして、これは指定管理

者の収入ではなくて、県の歳入としております。 

 

高木委員  ＴＰＰはただでも厳しい酪農家にとって、さらに厳しくなる可能性があるの

ですけれども、今後どのように酪農家を支援しながら、さらに山梨県の畜産が

発展していくのかについて農政部長のお考えを聞いて終わりたいと思います。 

 

橘田農政部長  畜産につきましては、本県の農業生産額の中で、果樹に次ぐ２番目の割合を

占める非常に重要なものでございます。ＴＰＰの影響もはかり知れないところ

もございますけれども、今後とも本県の畜産振興に向けまして国の動向等も注

視しながら、また、国のほうでも、ＴＰＰ関連の補正予算もあるということで

ございますので、その辺の情報も収集しながら、活用できるものを活用しなが

ら、さらに畜産振興を図ってまいりたいと考えております。 

   以上でございます。 

 

白壁委員  これについては、現場に行ったことがある人は、何のためにこういうものが

必要なのかをわかっていると思うけど、ほかの人たちは、何で子牛をここに預

けるかがわからないと思います。そこで、聞きたいのですが、何のためにこの

施設があって、何のために預けるのか。また、なぜ延べになるのかを説明して

もらわないと、この施設の重要性がわからないと思うので、そこを教えてもら

えますか。 

 

駒井畜産課長  失礼しました。先に説明するべきでございました。まず、八ヶ岳牧場の大き

な業務として、農家の牛を預かるという業務がございますが、やはり酪農家、

あるいは肉用牛農家の方々は、子牛から大きくするまでの期間、大変手間もか

かりますし、餌代もかかります。その部分を八ヶ岳牧場に、ある期間を預ける

ことによりまして、農家の方々は牛舎のスペースもあいて大規模化ができ、そ

の部分でほかに飼うこともできて大規模化ができますし、自分の労働力も削減

できます。また、それにかかる餌代も低減できるといったメリットがございま

す。そういう意味で、酪農家の方々は八ヶ岳牧場を利用されています。八ヶ岳

牧場で種をつけて、雌牛ですから種をつけて分娩ができるまでにして、また農

家へお返しする。農家では子供を産んで牛から乳が出て、その乳を絞る。そう

いったシステムになってございます。 

  また、もう一つの大きな業務として優良な子牛を農家に払い下げる、売却す

るという業務がございます。これは現在、特に黒毛和牛という高品質の牛です

けれども、そういったものの子牛も大変高くなってございます。そういった中

で、安価といいますか、適正な価格の県産の子牛を肥育されている農家に払い

下げることにより、やはり県の甲州牛というブランド牛肉がございますが、そ

ういったものの生産を拡大していく。そういったメリットといいますか、業務

をしてございます。 

  先ほど延べ１２万頭と言いましたけれども、これは八ヶ岳牧場の１日に預か

らせていただく頭数が４００頭から多いときで５００頭ございます。これを放

牧する期間、日数で掛けた頭数でございまして、一度に１２万頭いるわけでは

ございません。年間を通して１２万頭ですので、１日の頭数に日数を掛けさせ

ていただいた頭数で延べという説明をさせていただいてございます。 
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  以上です。 

 

白壁委員  ちなみに、１頭当たりの委託料というのは、その合計が延べの中に単純に掛

けてないよね。その辺、どうしてその２億円が算出されるのか。農家は預ける

ことによって経費を削減したり、子牛の安全を確保したりということで重要な

んだと思いますが、１頭当たりの１日当たりの受託というか委託料が、どのぐ

らいになって、どういう計算がされているか。それが他県に比べてやすいのか、

高いのか。そういうデータがあれば、教えてください。 

 

駒井畜産課長  八ヶ岳牧場に預託する金額でございますけれども、夏と冬で、また、牛の月

齢、年齢でもちょっと違いますけれども、一番多い夏の牛、１２カ月未満の大

人にする牛でございますけれども、１日２７０円ほどの大変安い金額になって

ございます。現在、農家で飼いますと大変餌も高いということで、１日５００

円ぐらいはしてしまいます。そのぐらいの安い金額で預かっているということ

でございます。 

  それから、他県との比較でございますけれども、やはり関東にも同じような

公共牧場が５つほどございますけれども、この中でもやはり、本県の牧場でお

預かりする経費は安いほうでございます。 

   

討論        なし 

 

採決        全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 

※第８８号 平成２７年度山梨県一般会計補正予算第一条第二項歳出中農政産業観光委員会関  
係のもの及び第二条繰越明許費の補正中農政産業観光委員会関係のもの及び第三  
条債務負担行為の補正中農政産業観光委員会関係のもの  

  

 

質疑 

（県産農産物等海外販売・情報発信拠点調査検討事業費について） 

佐藤副委員長  農の２の県産果実海外販売拡大支援事業費のうちの販売情報発信拠点の整

備についてでございますが、１０月のＴＰＰの大筋合意を受けて、国は農産物

の輸出に向けて海外市場の開拓を加速させるということでございますが、こう

した中で本県農業の発展のため、県としても農産物のさらなる輸出拡大を目指

して取り組んでいく必要があると思います。このため、早期に海外の販売、情

報拠点、発信拠点を整備していくことが重要と思っています。農政部の皆さん

もそう思っていると思いますが、他県において海外に拠点を整備する動きが加

速している部分がございますので、他県の取り組み状況についてまずお聞かせ

いただけますか。 

 

大久保農産物販売戦略室長 現在、私どもが承知している状況について御説明申し上げます。

まず、沖縄県ですが平成２２年から香港で３カ所、台湾で２カ所でございます。

それから北海道でございますが、平成２３年からシンガポールで１カ所です。

今年に入りまして動きが加速化しておりますが、山形県の全農山形が６月から

台湾で１カ所、それから愛媛県が１０月からシンガポールで１カ所、それぞれ

開設いたしているところでございます。 
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佐藤副委員長  全国４７都道府県があるわけで、その中で沖縄、北海道、愛媛、あと全農山

形でしょうか。我が県も先頭を走っているような気がしますが、本県で検討対

象国とした部分はどのような国がありますか。 

 

大久保農産物販売戦略室長 本県で検討の対象といたしました国につきましては、香港、台湾、

シンガポール、マレーシア、タイ、インドネシア、ベトナム、フィリピン、中

国の９カ国でございます。 

 

佐藤副委員長  香港、シンガポール、マレーシアにおいて、ニーズ等の調査を実施している

とお聞きしたことがありますが、９カ国の検疫条件はどのようになっているの

かお伺いします。 

 

大久保農産物販売戦略室長 検疫条件ということで、御説明を申し上げます。検疫条件もいろ

いろ、果物、野菜、それぞれ異なっておりますが、果物の場合で御説明をいた

しますと、先ほどの９カ国の内、中国、ベトナム、フィリピンの３カ国につい

ては検疫条件が設定をされていない、いわゆる未設定状態でございます。とい

うことは、いわゆる本県の桃とかブドウを持っていけない状態でございます。

それから、台湾、タイ、インドネシアの３カ国につきましては、検疫所で検疫

をきちんと定められたものを受けまして、検疫証明書を添付する必要がありま

す。なお、台湾につきましては、皆さん御存じのように、モモシンクイガとい

う病害虫がございますので、その防除、選果体制が求められております。香港、

シンガポール、マレーシアにつきましては、特段そういった条件が設定されて

いないという状況にございます。 

   

佐藤副委員長  来年の１月から設置形態に応じた店舗の立地や店内の状況等、現地調査を実

施していくとお聞きしましたが、現地調査の内容についてお伺いします。 

 

大久保農産物販売戦略室長 現地調査の内容でございますが、現地に参りまして、さまざまな

候補店舗がございますので、それらの店舗の立地条件、店内の状況といったも

のを詳細に調査してまいりたいと考えております。なお、３月に設置国を決定

していくということで今進んでおりますが、設置国が決まりましたら、ただち

に第１回目の交渉まで３月中に終えたいと考えております。 

  以上でございます。 

 

佐藤副委員長  現地調査についてでございますが、何名体制で、どのような形でなされるの

か、そのまた理由についてお伺いできますか。 

 

大久保農産物販売戦略室長 現地調査については、３名体制で行わせていただく予定でござい

ます。これは私ども農政部の職員と、あとは観光部、産業労働部がございます

が、こちらのほうはあわせて知事政策局の職員が代行することで想定させてい

ただいております。あと、３月末に条件交渉と考えておりますが、こちらのほ

うは２人体制で予定をさせていただいております。 

  以上でございます。 

 

佐藤副委員長  補正予算の具体的な内訳なのですが、あと、ＪＥＴＲＯのかかわりについて

具体的な内容についてお伺いします。 
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大久保農産物販売戦略室長 ＪＥＴＲＯとのかかわりでございますが、今回も私ども、ＪＥＴ

ＲＯの現地事務所に大分御厄介をおかけしながら調査を進めていきたいと考

えております。これは現地におきまして、まず候補となる店舗との日程調整と、

そこに必ず同行していただくというのが一つです。それから、候補店舗の信用

力調査ですが、現地資本のものが結構ございますので、きちんと信用がおける

かどうかというものです。もう一つは、条件交渉に入っていきますと、相手側

から条件が提示されます。それについて海外からの慣習で見て妥当かどうかと

いう、専門家への相談といったことをＪＥＴＲＯにお願いをするということで

考えております。 

  以上です。 

 

佐藤副委員長  結びにしたいと思いますけれども、東南アジアを中心とした私ども山梨県の

県産品を販路拡大で大いに宣伝をしていただきたいと思っていますので、愛媛、

沖縄、北海道、あるいは全農山形でしょうか、そちらに続くというよりも、追

い越すように頑張っていただきたいと思いますので、拠点整備も含めて決意と

いいましょうか、農政部長のお話がございましたらお願いできますか。 

 

橘田農政部長  輸出の拡大、それから山梨県の情報発信ということで非常に重要な取り組み

だと私どもは考えております。したがいまして、設置する国ですとか、あるい

はどういう形態にするかをよくよく検討して、今後の山梨県産のブランドの確

立と、さらなる海外に向けての発信の取り組みを進めていきたいと考えており

ます。 

  以上であります。 

 

高木委員  山梨県の優れた農産物を海外に大いに販路拡大していただきたいと思いま

すし、そのための調査費、また拠点整備だろうと思います。先ほど、３月まで

にというお話がありました。多少、佐藤委員の質問とかぶるところもあるかも

しれませんが、その国の事情、要は検疫という話もありました。消費者動向と

か国民の所得だとか、あるいは今後のその国の成長率だとか、そういうもろも

ろのリサーチをかけての調査だろうと思いますけれども、その辺についてはい

かがでしょうか。 

 

大久保農産物販売戦略室長 現在はニーズ調査等ということで調査を行ってきておりますが、

その中では当然、購買力ですとか、それから消費者ニーズなどを主に現在、調

査を進めております。こういった整備国をいろいろと決めていくということに

当たりましては、当然、それ以外にも友好関係ですとか、あるいはもう一つ大

きな要素として、周辺国への波及効果、それから治安といったものを加味して

整理をしてまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

 

高木委員  しっかり調査していただきたいと思います。 

  それと、さらに、国の選定の後には、例えばその国のどの都市といった、例

えば日本では新宿なのか、渋谷なのかということがあろうかと思いますが、そ

の辺はいかがでしょうか。 

 

大久保農産物販売戦略室長 それぞれ海外におきましても、いわゆる中心部、それから郊外部、

それぞれ店舗がいろいろな形で今、展開が始まってきております。私どもも、

それぞれ中心部であればどういった所得層、郊外部であればどういった所得層
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をターゲットにしてものを売っているか、あるいは情報を発信しているかとい

うことも含めまして、きちんと整理をしてまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

 

高木委員  非常に重要な部分だと思いますので、その辺のリサーチをしっかりかけてく

ださい。 

  それと、これは常設の施設ということですから、当然、固定費がかかります。

そうであれば、費用対効果ということを考えなければいけませんが、その辺の

視点についてどのように考えになっているのかお聞かせ願いたいと思います。 

 

大久保農産物販売戦略室長 現在、国ごとのいろいろな形態によりまして概算経費の調査をか

けております。もちろん、国によりまして、また、設置する形態によりまして、

固定経費も大きく異なることがだんだんわかってまいりました。委員のお話し

のように、今後、費用対効果も含めまして、どのように拠点を設置していけば、

いわゆる東南アジア等の中で、より効果的な情報発信ができていくのかという

ことを検討してまいりたいと考えております。 

 

高木委員  農家の期待も非常に大きいと思いますから、これを整備することで農家の所

得がまず上がらなければなりません。必ず拡販はされていくと思いますが、そ

の拡販がイコール増収減益では困るので、増収増益になるという視点で、生産、

流通、そして販売といった全てが滞ることなく流れていくというのか、進展し

ていかなければいけないと思うのですが、その点について、最後となりますが、

農政部長のお考えをお聞かせいただいて終わりたいと思います。 

 

橘田農政部長  海外拠点におきまして情報発信のほか、農業関係団体と連携をしたプロモー

ション活動ですとか、あるいはトップセールス等によりまして、さらに県産農

産物が高値で取引がされて、農家所得の向上に結びつくように取り組みを進め

てまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

 

白壁委員  ちょっと聞いていると、縦方向しか言わないんだけど、９カ国の中から   

１カ国選ぶのかな。縦方向ばかりではなく、オール山梨でしていかなければな

らない話であって、要は、インバウンドが輸出につながるんだよね。外国の方々

が日本に来て、桃を食べた、ブドウを食べた、現地で欲しい。どこの国かわか

らないけど、確認してみたらない。そういう場合、やっぱり横のつながりが極

めて重要なところなんだよね。前にもこのような話で、フィリピンのことがあ

ったよね。これから成長していく、東南アジアの中心というと、やはりタイだ

とか、金融的なもので１人当たりのＧＤＰが高いのはシンガポールであったり、

そこそこ伸びきているのがインドネシアであったり、知日的、親日的なのが台

湾であったり、さまざまな国の中からこれから伸びるところはどこなんだろう

かということを考えると、やはり、ただ輸出するだけじゃなくて、インバウン

ドの人たちが今度は消費してもらうには、横のつながりが大事だと思います。

そういうときには、縦方向だけではなくてオール山梨で横のつながりも強化し

てという話になると思うんだけど、そういう話が全然なかったから、どうなん

だろう。そういう捉え方というのは。 

 

橘田農政部長  委員御指摘のとおり、確かに縦方向だけで考えておりますと、１カ国という

ことになって、情報発信という面でも広がりがなかなか見込めないという懸念
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もあろうかと思います。一方、農産物の販売情報発信拠点でございますので、

販売面から考えますと、現時点の販売については、例えばタイとかインドネシ

アなどはいろいろな輸入制限とかがございますので、なかなか厳しい状況もご

ざいます。一方、販売はなかなか難しいんですけれども、情報発信という意味

におきますと、タイとかインドネシアで山梨県のことを情報発信すれば、委員

御指摘のとおりインバウンド観光にも結びついていくということもございま

すので、私どもといたしましては、横の連携も含めまして、どういう形で販売

情報発信拠点を設置していけばいいかについても、よくよく検討しながら取り

組みを進めてまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

 

小越委員  年度内に国を決めるというお話でしたけれども、開店はどのぐらいの時期を

目指しているのでしょうか。 

 

大久保農産物販売戦略室長 年度内に国を決めていきたいと考えておりますので、ただちに１

回目の交渉に入りたいと考えております。４月以降、さらにまだ交渉を重ねる

必要があると考えておりますが、当然、店舗の事情ですとか、あるいは条件に

よって明確なことが今ちょっと申し上げにくい状況でありますが、これまで庁

内では明年度中、できるだけ早い時期に開設できるように努力をしていくこと

としております。 

   

小越委員  そこで、どのような形態になるかを教えてほしいんですけれども、例えば大

阪事務所、東京事務所のように東南アジア事務所みたいにするのか、それとも

農産物をＪＡに委託するとか、現地法人に委託するとか、運営経営形態につい

てはどのようにお考えなんでしょうか。 

 

大久保農産物販売戦略室長 設置形態についてまず簡単に御説明いたします。設置形態は３つ

のパターンがございまして、いわゆる街中のビルの一角に単独で入る単独店舗

型というのが１つございます。２つ目としますと、これは例えばですけれども、

山交デパートがありますが、そこのある程度の面積をお借りして、そこでオー

ル山梨で店を開くパターンです。３つ目としますと、今年に入って、愛媛県と

か全農山形がそうですが、現地のお店の棚を１列縦にずっと借りるといった棚

借り上げ型と勝手に呼んでおりますが、その３つのパターンがございます。こ

れはお店の事情もあり、物流の関係などもございますので、それらも当然、今、

検討に入っておりますが、それらを全部ある程度考えた上で、最終的に国を決

めていくということで想定させていただいてございます。 

  以上です。 

 

小越委員  運営形態ですから、県が直営で、東京事務所のようにやるのか、それともＪ

Ａなど誰かに頼むのか、現地の方がやるのか。店舗を１ケース山梨スペースに

するのかといった、誰が運営するのかを伺いたいということなんです。 

 

大久保農産物販売戦略室長 まず、先ほどの単独型という、ビルの一角に入る場合は、現地会

社をつくって現地で運営をしていくことになります。それから、日本側からは

当然、ものを流す必要がありますから、これは例えば全農さんであったり、お

酒の類いであれば協同組合さんが考えられます。あと、例えば棚借りという棚

を１列借りるような場合がございますが、こういった場合は主に、例えば全農

さんからものを現地に流して、現地のお店に買い取ってもらって、現地のお店



平成２７年１２月定例会農政産業観光委員会会議録 
 

- 12 - 

がそれを売っていただくという運営形態になろうかと思います。 

  以上でございます。 

 

小越委員  私の認識が悪かったのかもしれませんが、どちらかというと、誰かにそこを

お願いして売ってもらうという話なのでしょうか。山梨の人が行って、情報を

キャッチして広げるというのではなくて、そこにコーナーを設けて売ってくだ

さいという程度のものと考えてよいのでしょうか。誰かそこに大きな店舗、東

京事務所のように山梨から誰か行って、県職員でなくても、山梨のいろいろな

観光も含めて、発信するのではなく、そこのコーナーでものを売ってください

という程度の話なんですね。 

 

大久保農産物販売戦略室長 先ほどの棚借りの場合も、通常はマネキンさんといいまして、現

地で試食宣伝をしながらＰＲしてくれる方を大体配置しております。先ほど農

政部長が申しましたように、どういう国で、どういうパターンで、どうやって

見せていけば効果的かということをよく検討をいたしまして、それらも含めて

国を決定していく考えでございます。 

  以上です。 

 

討論        なし 

 

採決        全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 

※所管事項  

質疑 

（平成２７年農業生産額について） 

小越委員  確認なのですが、たしか平成２６年は雪害で８７６億円と農業生産額がすご

く少なくなったんですけど、平成２７年度は大雪の被害よりももっと農業生産

額は下回ると見込まれていると思ってよろしいでしょうか。 

 

丹澤農政総務課長 本年の農業生産額は来年集計するわけですが、果樹のうち、いわゆる全農

山梨の、今回取り扱いの数字ということで、全体ではございませんが、厳しい

数字にはなるのかなと考えております。 

  以上でございます。 

 

（ＴＰＰの県内農業への影響等について） 

小越委員  今のことも含めて、関係した質問をさせていただきます。知事の所信表明で

は、ＴＰＰの表明について知事は県内農業への影響も懸念されると本会議で述

べておりました。そこでお伺いしますが、どのような影響が考えられるのか。

県内農業への影響を懸念されているとありますので、それについてお答えくだ

さい。 

 

丹澤農政総務課長 ＴＰＰの影響についてでございます。現在、国の影響予測におきましては、

米については関税撤廃の例外を確保したということで、輸入の増大は見込みが

たいとしております。牛肉については段階的な関税削減、セーフガードという

ことで、当面、輸入の急増は見込みがたいということでございます。また、果

樹、野菜につきましては、多くの品目で関税が即時撤廃をされる見込みではご
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ざいますが、国の予測でも既に時期的な住み分けもできており、影響は限定的、

特段の影響は見込みがたいとしております。そうしたことも踏まえまして、本

県とすれば、果樹、野菜の生産が主体ということでございますので、影響につ

きましては国の影響予測も踏まえながらも、実際にはそういう事態が生じるこ

とのないよう、産地の強化に万全を尽くしていきたいというのが答弁の趣旨で

ございます。 

 

小越委員  知事の県内農業の影響を懸念されますという答弁は、マイナスのことを心配

していると、普通、一般的には受け取れますよね。今の課長の答弁だと、いや、

大丈夫だと受け取れてしまうんですよ。国の説明でいきますと、特に山梨県の

一番大きいとされる果樹、野菜は限定的だから、大丈夫じゃないかと言ってい

ますけれども、知事の所信表明は影響が懸念されますと言っているんですから、

私は、山梨県農業について、ＴＰＰがどのような影響があるかということを、

農政部ですからつかんでいるし、どういう影響があるかわかるべきだと思うん

ですけど、どうなんですか。 

 

丹澤農政総務課長 影響については見込みがたいというよりも、当然、輸入量の増加という状

態が生ずれば影響は生ずるものと考えておりますので、それについて適切に対

応していくよう、今後、対策を講じていくという趣旨でございます。 

  以上でございます。 

 

小越委員  所信表明を見る限り、知事の見解と農政部の見解がずれているのかなと思い

ますけれども、例えば、隣の長野県では、ＪＡ長野県から「私たちの生活に大

きな影響を及ぼすＴＰＰについて、もう一度考えてみませんか」という意見広

告、全面広告が新聞に出されております。それによりますと、ＪＡ長野県、ま

あ山梨県もかなり似ているところがありますけれども、リンゴが産出額、長野

県のＪＡの試算ですと、２７３億円が１１６億円減少すると。山梨県がブドウ

は１位で、長野県はたしか３位だと思いましたけれども、ブドウは産出が１３

２億円に対して４２億円の減少、牛肉、肉用牛、７２億円に対して４５億円も

減少、桃、４１億円に対して４.２７億円の減少ということで、大きく減少す

ることを考えると、野菜、果樹はあまり影響がないと言っていますけど、山梨

県と、隣の長野県はほぼ同じような状況の中では、桃、ブドウが、１割から３

割近く減ると。さらに、肉用牛に至ってはものすごい減少なんです。山梨県も

同様にこのような影響があると思うんですけど、いかがですか。 

 

丹澤農政総務課長 影響につきましては、当然、少なからずあるものと考えております。そう

いうことが生じないよう、今後、適切に対応していくということでございます。 

  以上です。 

 

小越委員  では、影響が及ばないようにということで、どういう対策を考えているので

しょうか。それをお示しください。 

 

丹澤農政総務課長 本年度策定しております農業施策大綱につきましては、本県の農業振興の

方向性を明らかにするものでございます。これにつきましては担い手も含め、

産地の強化、それから知事の申す販売需要の拡大に積極的に取り組んでいくと

いう方向性を打ち出しております。基本的にはこれに沿って、ＴＰＰによる輸

入の増大の可能性も含めて対応してまいるとともに、今後、国のＴＰＰ対策、

補助金等を活用しながら、本県に必要な対策を適切に講じてまいりたいと考え
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ております。 

  以上でございます。 

 

小越委員  担い手とか産地の強化とか販売網、それは前からやっていたことと同じこと

ですよね。ＴＰＰによってかなりの影響があることを認めているわけですから、

今までと同じものではだめだと思うんです。何かこういう施策を考えていると

か、そういうものないんでしょうか。 

  例えば、ＴＰＰの協定締結ですが、平成２３年１１月には山梨県としてアン

ケート調査しております。平成２３年ですから４年前で、ＴＰＰに参加するか

どうかのときですけど、このときもプラスの影響は軽微なものにとどまると既

に農政部で書いてありますし、農家に対してアンケートもやっております。山

梨県として、農家の皆さん、ＪＡの皆さんとどういうふうにこれからやってい

くのか。今の答弁だと、今までやっていることと別に何も変わらないんですけ

れども、どんなことを考えていらっしゃるんでしょうか。 

 

丹澤農政総務課長 具体的な中身については、毎年度の予算に必要な事業を計上することにな

りますけれども、現時点におきましてはＪＡ等関連団体と情報共有、連携をし

ながら、国の動向を踏まえ対応していきたいと考えております。 

  以上でございます。 

 

桜本委員長  小越委員に申し上げます。質問と答弁に変化がございませんので、内容を変

えて御質問ください。 

 

小越委員  課別説明書の説明の中で、桃、ブドウの販売の状況もお聞かせいただきまし

た。輸出によって桃の、それから農産物の販売をしていくということもありま

したけれども、それによって農家の皆さんの所得はどのぐらいふえるのでしょ

うか。販売強化という中で多分、輸出のことが出てくると思うのですけれども、

どのぐらいこのことで農家の方々の収入がふえていくのでしょうか。 

 

大久保農産物販売戦略室長 海外からも、特に東南アジアを中心とする地域では、日本産、特

に山梨県産の果物の評価は非常に高い状況がございます。もう少し量をほしい

とか、現地からいろいろな話を聞いております。それも現地でべらぼうに安い

金額で買うということではなくて、きちんとした金額で買っていただく。そう

しますと、県内の農産物の販路も、さらに拡大をしていくことにつながってい

くのではないかと思います。あと、ＴＰＰ絡みということではありませんが、

輸出の拡大ということで、先ほど白壁委員からもお話がありましたように、県

内に来た人にとにかく食べていただくことも大きなことだろうと考えており

ます。 

  あと、国は、国内消費を拡大するということで、とにかく国内における日本

産の認知度を上げていく取り組みを強化していくことを発表しています。詳細

についてはまだ私ども承知しておりませんが、あわせてそういったものにもき

ちんとしっかり取り組んでいきたいと考えております。 

  以上です。 

 

小越委員  私が聞いたのは、農家の方々にとって、この輸出によってどのぐらい収入が

ふえるのかです。決算委員会でも聞きましたけれども、たしか農業の大綱の中

で、農業だけの所得は大体１４０万円前後ですよね。農家の所得は３００万ぐ

らいありますけれども、大体半分が年金ですよ。農業所得でいくと１４０円か
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ら１５０万円をずっと推移しているわけですが、輸出によって、農家の皆さん

の純粋な農業所得はどのぐらいふえるとお見込みなんでしょうか。どのぐらい

ふやしていくんですか。 

 

大久保農産物販売戦略室長 お答えしにくい問題でありますが、通常、農家の皆さんは市場に

農産物を出して、そこで競りに掛けられます。これは日本中のものが集まって

競りにかけられるということで、当然、外国のものも勘案して競りにかけられ、

そこで価格が決まってきます。農産物が豊作になればなるほど値段は下がりま

す。ですから、農家の皆さんはたくさん出しても全然もうからないといいます

か、いつもとあまり変わらない状況が発生をいたします。 

  先般、東京、それから大阪を中心に市場関係者で意見交換会をしましたが、

特に関西圏では、山梨の桃、ブドウの人気が非常に高く、みんなが買いたいと

手を挙げるものですから、値段が底上げされて、どんどん、どんどん上がって

困るとまで言われています。ただ、具体的に、農家の皆さんの所得が幾らふえ

るというところまで、金額の分析はしにくい状況にございます。 

  以上です。 

 

小越委員  ＴＰＰによって輸出ができて農業がよくなるというのは、農業ではなく、農

家の皆さんにとってどうなのか全くわからないわけですよ。逆に、昨年の生産

を見ますと、桃なんかは大変な状況でした。多分、昨年、前年比で見ても、例

年より、桃専業農家にとってみれば、物すごい打撃なわけです。いつどうなる

かわからない。そして、そもそも良い桃がそろうのかどうかもよくわからない

中で、ＴＰＰが来るからといって、何でも輸出に頼ることは私は間違いだと思

うんです。 

  ＴＰＰは大筋合意と報道がされていますけれども、まだ決まったわけじゃあ

りません。国会での承認が必要です。アメリカの議会の中では、今回の大統領

選挙の候補者でもＴＰＰに反対の人がほとんどです。山梨県は農業県ですから、

ＴＰＰに批准するなと言うのが、農家の皆さんを守る一番だと思います。部長、

山梨県としてＴＰＰに反対する表明をするべきだと思いますがいかがですか。

お伺いします。 

 

丹澤農政総務課長 ＴＰＰについては、本県にとっても重要な課題と考えております。知事も

本会議で答弁申し上げましたように、国の動向を注視しながら、ＪＡ等関係団

体と連携して適切に対応してまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

 

小越委員  ＴＰＰに対する考え方、意思ですね、どう考えているのか。私は反対するべ

きだと思います。まだ決まったわけじゃありませんよ。大筋合意といったって、

何もわかってないですし、国会での批准も審議もやっておりません。アメリカ

やカナダや日本が判を押さなかったら効力発しないわけです。こんなに被害が

大きい、山梨県の農業にとって、山梨県としてこのＴＰＰに反対すると表明す

るべきだと思いますが、そのことを聞きたいです。 

  以上です。 

 

丹澤農政総務課長 すみません、ＴＰＰに関しましては、農林水産分野に限らず全般でござい

ます。県でも対策本部を設置しましたので、その中で検討していくことになろ

うかと思います。よろしくお願いします。 

   



平成２７年１２月定例会農政産業観光委員会会議録 
 

- 16 - 

       （米の海外戦略について） 

浅川委員  先ほどの海外戦略のところでは、予算と関係なかったから質問しなかったの

ですが、我々は去年、台湾の微風広場のほうに、山梨県観光大使であるデイビ

ット・リンさんを通じて行って来ました。ＴＰＰもさることながら、北杜市で

とれたお米を台湾に持って行きました。去年は１トンという話を聞いておりま

したが、今年も１１月の末に行って、大成功したと聞いております。この辺に

ついて大久保室長、具体的に数字と、また県がどのように絡んだのか、そして

また、お米でどのような戦略で販売したのかをわかる範囲で教えていただきた

いと思います。 

 

大久保農産物販売戦略室長 浅川委員がおっしゃられたお米の関係ですが、北杜市のこぴっと

という農業生産法人がございます。概要を申し上げますと、お米を全部で１０

町歩おつくりになられて、平成２６年度から台湾へ輸出しています。委員のお

話にもあったように、山梨大使をお務めいただいておりますデイビット・リン

さんが日本中全て歩いて、いいところの米を台湾へ持っていきたいという取り

組みを進められていますが、その１つにこぴっとさんも認められ、お米を台湾

に持っていっています。平成２６年度１トン、２７年度につきましては３トン、

五百川という早場米と、それからコシヒカリのいいものを持っていかれており

ます。１１月３０日から４日間、台湾の台北で新米フェアをされましたが、最

後は高雄にまで行かれまして、フェアをやられています。 

  先般、帰国されまして、御報告を頂戴したところ、非常に好評であったよう

です。山梨県の米もほかのところと負けず劣らずよく売れたとのことでした。

今回は特にまた１つのにぎやかしとしまして、甲斐市が龍王源水を台湾に売り

込むということで、甲斐市長さんが１１月の上旬に台湾に行かれています。そ

の水を使って、山梨の水で、山梨のおいしいお米を炊いたものということで、

それを試食提供しましたところ、これが結構大人気であったとお話を聞いてお

ります。 

  議会が直近だったものですから、私どもは、同行できなかったのですが、こ

ぴっとさんには山梨県の全体のＰＲグッズを相当お持ちいただきまして、山梨

県のＰＲもかなりやってきていただいたという状況にございます。 

  

浅川委員  先ほど来、東南アジアの戦略として場所を探す部分で予算もつくったわけで

ありますが、今まで蓄積したフード台北という部分で、もうあれは五、六年前

ですか、そういうところにも参加して、知事と一緒にトップセールスをしたこ

とを記憶しております。新しい場所をどんどん変えるのもいいのですが、そう

いう成功事例から考えてみても、やっぱり継続は力だと思います。ＴＰＰも含

める中で、そういった戦略を持って進めてほしいと思いますが、来年について

はどのような、特にこぴっとの戦略は何かお考えがあるんですか。 

 

大久保農産物販売戦略室長 まだ詳細については話し合いをしてございませんが、今週の１８

日にこぴっとさんと話し合いを進めてまいる予定でおります。こぴっとさんの

ほうでも、現地で先ほどのデイビット・リンさんからもいろいろ御提案をいた

だいたと伺っておりますので、それらもきちんとお聞きしながら、明年の対応

について整理をしてまいりたいと考えております。 

 

清水花き農水産課長 お米の輸出につきましては、国内では農産物検査法というものがござい

まして、こぴっとさんの場合、五百川ですけれども、これは検査機関にかける

ことが必要なのですが、今までは五百川自体が検査法の中の登録になってござ
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いませんでした。ですから、海外へ出す場合には五百川という名前が売り出せ

なかったわけですけれども、今年度、国の機関と五百川を検査品目として認め

ていただくことになりますので、次年度からは五百川で出すことが可能になる

ということです。 

 

浅川委員  関連になるのですが、先般、北杜市で環境王国という冠で県からの指導もい

ただく中で、白州の望月農業さんたちが絡んで、認可をいただきましたよね。

こういった部分も、海外に向けてこのブランド化する上でのシンボルだと思い

ます。そんなことも戦略の中に含めて、北杜市もかなり米がとれておりますの

で、小さいところからですが、１トンが３トンになり、３トンが１０トンにな

る可能性はありますので、ぜひ具体的に力を入れていただきたいと思います。

農政部長に聞いてこの部分の締めにしましょう。 

 

橘田農政部長  今後とも山梨ブランドの確立のために、小さいことから積み重ねをしながら

取り組みを進めてまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

 

       （鳥獣被害対策について） 

浅川委員  次に、鳥獣害に対する農政のかかわりで質問させていただきたいと思います。

畜産課を中心に、猟友会等々とも何回か話を進めて研修もしたり、現地調査も

してきたわけでありますが、御承知のとおり、先ほどの八ヶ岳牧場には立派な

塀をつくっていただきましたので、その牧場の中には鹿が入ることはできませ

ん。しかし、その分、外で大繁殖をして、大変困っておるわけであります。私

どもの地元にはキープ協会がございますが、ここは牛ではなくて、鹿のほうが

ずっと多いぐらいで、３倍以上の鹿がおります。１００頭ぐらいが、３つか４

つの、群れをなしておりまして、これをなかなかやっつけることができなくて、

下のほうへ出てきて、電車にはねられたりしています。電車ならいいんですが、

車ともかなり接触等々して、大変大きな問題になっております。議会でも、こ

のことに関する政策提言ということで、先般、委員会も開かれたようなので、

さらに提言していくわけですが、先般、明野の給食センターの跡地に、処理場

ということで５００万円ほど予算を持ってきたのですが、これについても、や

はり加工するまでに２時間という時間的な制限があるわけです。とにかく八ヶ

岳南麓を攻めなきゃいけないということで、駒井畜産課長等も含めて計画を進

めているようですが、この辺について、今、発表できるようでありましたら、

発言をしていただきたいと思います。前向きな発言でないと、大変なことにな

りますので、ぜひ回答いただきたいと思います。 

 

駒井畜産課長  鳥獣害の関係ですが、畜産課といたしましても、獲った後、食肉としてのジ

ビエ活用ということで、各市町村、あるいは団体等に指導や協力させていただ

いております。今、浅川委員の言われたとおり、今年度、北杜市の明野に４カ

所目のジビエの施設ができるということで、過去３カ所につきましては、丹波

山村、富士河口湖町、早川町でございますが、市町村を中心に稼働していると

ころでございます。 

  ただ、今後、浅川委員の言われたように、北杜市を中心とした地域は、やは

り県で一番鳥獣捕獲頭数の多い場所でございます。明野だけではございません。

やはり段上のほうの地域につきましても、考えを詰めていかなければならなり

ませんが、浅川委員に御苦労いただいております北杜市を中心とした検討会が

ございますが、今後、開催して地元の意見を聞いた中で、施設の整備、あるい
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はそのほかの処理等につきましても検討していきたいと考えております。 

 

       （馬術競技場について） 

浅川委員  畜産課長に質問が集中するようなわけでありますが、小淵沢にある馬術競技

場があります。これはスポーツのほうと重なるかもわからないのですが、すば

らしい競技場ですので、先般、地方創生の事業の中で観覧の場所、それから八

ヶ岳南麓、観光の振興もあわせていただいたわけでありますが、今般、９月に

はウオーキングもさせていただき、成功したわけであります。地域の方々から、

厩舎が狭いから、もう少し厩舎を大きくしていただければ、オリンピック等々

の選手の練習等の候補地になれるんじゃないかということで、かなり強い要望

もあり、要請の書面も提出したいと地域の人たちが言っておるわけであります。

このことについては農政部長もよく承知しておると思いますが、そんなにお金

はかからないのですが、畜産の振興とあわせて観光振興、それから山梨県全体

がオリンピックの中で着地できる、一番近い場所だと思います。スポーツのほ

うと関連もありますので、部長の考えをお答えください。 

 

橘田農政部長  馬術競技場につきましては、馬術の町小淵沢ということで、地元にとりまし

ても、私ども県にとりましても非常に重要な施設だと考えております。ただ、

かいじ国体のときに建設したものですから、非常に年月がたちまして、老朽化

も進んでいるという状況でございますので、厩舎の整備等も含めまして、計画

的な整備に取り組みまして、今後とも地元の皆さん、そして山梨県の皆さん、

あるいは全国の皆さんに愛される馬術競技場として、私どもも取り組みを進め

てまいりたいと考えております。 

   

       （ＴＰＰについて） 

白壁委員  ＴＰＰの捉え方について伺いたい。聞いていると、ＴＰＰは、日本が滅びる

話みたいに捉えられていて、特に、マスコミなんかが、農林水産省と経済産業

省との試算の違いだとか、あとは各県によっては主力の産業が著しく減少する

だろうからＴＰＰは悪いことなんだってよく言いますよね。ほかにも、ＥＰＡ

や、ＦＴＡの話があったけど、今それがどこか行ってしまっているんだよね。

世界の潮流、流れというのは、ＴＰＰでは、とりあえずパシフィックオーシャ

ンというか、太平洋を囲んだところの、例えばベトナムだとか、シンガポール

も入っているのかな、その辺のところがずっと入って環太平洋ということにな

るわけですね。ほかには、日中韓のＦＴＡもあるだろうし、前からやっている

ＥＰＡもあるだろうし、これはもう流れなんだよね。今、県の対策本部で、横

断的にＴＰＰに対する対策を出して、情報交換を始めたのかな。動き出してく

れたようだけど、その辺は、どんな状況になって、どんな動きになっているの

か。その辺をちょっと教えてもらいたい。 

 

丹澤農政総務課長 県におきましては、大筋合意の後に、知事を本部長とするＴＰＰ協定対策

本部を設置しました。それに基づきまして現在、情報の収集ですとか、今後、

必要になるであろう対策について、各部局で情報収集をもとに検討するように

という御指示をいただいております。 

 

白壁委員  完全の締結じゃない、大筋合意だと言いながらも、国はほぼ方向性が示され

ているから、次の補正予算の段階でＴＰＰ絡みの対策費というのが出てくるだ

ろうと言われていますね。多分、皆さんはその辺の情報をつかんで、そのお金

をいかに山梨に引っ張り込んで、これを契機に強い農業に、山梨の農業のため
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に頑張ろうとやっているんじゃないかと思うんだけど、何か、そういう情報は

あるんでしょうか。 

 

丹澤農政総務課長 政府で発表いたしましたＴＰＰの対策大綱におきましては、本格的な予算

につきましては来年度以降の予算編成ということで、具体的な内容は出ており

ませんけれども、本年度の国の補正予算の中で、新聞報道ですと３,０００億

円規模で産地の強化ですとか、そういうものについて前段階での補正があると

承知をしておりまして、現在、その情報収集を行っているところでございます。 

 

白壁委員  多分そうだと思うんだよね。いかに早く情報を取って、これから山梨県の農

業が縮まないよう、衰退しないようにしてほしいと思います。いい契機で、こ

こがチャンスだから。ＴＰＰは全てがだめになるものじゃないんだよね。これ

をチャンスとして捉えて、海外に何かやろうと。先ほど担い手って言ったけど、

担い手だって重要なことで、今までやってきたじゃないかって言っても、県単

だけではなかなか難しい部分があるわけです。じゃあ、そこを何とかしながら、

担い手の確保をもっと強化していこうじゃないかと。土地の集約がなかなか難

しかったから、何かもっと農家の人たちが自信を持てるようなものを使いなが

ら、そういうものを集約しようじゃないか。じゃあ、新たなものでこれまでと

違うものを山梨の農業を強くするために、こういうことをやろうじゃないかと。

財政不如意な中で、県単ではなかなか難しいけれど、国がこんな予算を今度つ

けそうだから、よし、これで行こうじゃないかとするには、僕はいい契機だと

思っています。何でもかんでも反対で、こんなことをやったら日本の農業は衰

退し、潰れる、農家の人たちは全員だめになる、そんなことは決してないのよ。 

  要は、今から日本の農業を強くしなければならない。自給率も上げていかな

ければならない。だから今がいいチャンスなんだということをよくわかっても

らわなければだめなんだ。よく考えてほしい。ＦＴＡは、どうなったか。今、

日中韓、何をやっているのか。ＥＰＡはどういうふうになったのか。今度、た

またま環太平洋が出ただけで、それが並行して動いているんだよ。みんな自信

を持たなければだめだよ。そのかわり、今までとはもっと違ったところに力を

入れたり、新たなものをしたり、いろいろな情報を集めて、強い農家をつくっ

ていくことだ。山梨県の強みを生かしていくことだ。 

  さっきから聞いていても、たじたじで、弱含みなんだ。もっと自信を持って

いかなければだめだ。山梨は農業がたかだか９００億円。よし、これを電子産

業と同じように何倍かにしてやろうっていう気概が欲しい。 

   

桜本委員長  農政部長、総体的に答えてください。 

 

橘田農政部長  ＴＰＰにつきましては、委員がおっしゃるように、必ずしもマイナスの影響

だけではないと、私ども考えております。農業につきましては、どうも報道等

によりますと、マイナスの影響があるという傾向の報道がされていますけれど

も、委員御指摘のとおり、ピンチをチャンスに変えるということもございます

ので、これを契機に、ＴＰＰの動向いかんにかかわらず、山梨県の農業を強く

していく取り組みを進めてまいりたいと考えているところでございます。 

  国の補正予算につきましても、知事を先頭に国に要望活動をした結果もあり

まして、ＴＰＰ予算がついていると。報道によりますと、先ほどのお話のよう

に、補正予算で約３,０００億円。そのうち３分の１が農業農村整備事業にも

つくという報道もされておりますので、今後とも、私ども、国にも要請しなが

ら、さらに情報収集もしながら、国の予算も活用して、強い農業づくり、山梨
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県の農業振興の取り組みを進めてまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

 

        （農産物のブランド化について） 

高木委員  私は本会議の一般質問をさせていただいたのですけれども、やっぱりブラン

ド化を進めることが、今、お話があったようなことを解決していくことにもつ

ながっていくのかなと思っています。先ほど販売量と売上高の資料をいただき

ましたが、前年と同じようなトン数さえあれば、はるかに収益が多くなったと

見て取れるのですが、そういう中で山梨市にある果樹試験場の皆さんはとても

努力されておられて、甲斐のくろまるはもう７月の後半から色がかなり黒くつ

いて、１カ月も早く出荷できる状況になっています。ただ、少し変形があると

いった問題があるので、研究は当然、されているんでしょうけれども、そうい

う技術力にもっと、県のお金を投入して、研究費を増額して、そしてブランド

化を進めるといった考え方がすごく必要になるのかなと思います。ピンチをチ

ャンスに変えるのも、やっぱり山梨県のブランド力を上げる。そして、桃の夢

みずきなんかは３００グラムだそうですけれども、中には３５０グラムぐらい

のものも出るという中で、それをむしろ５００グラムぐらい大きくすることも

できるようですから、それを１個単位で贈答品に使うと、相当、農家の収入も

上がるのではないかという期待もあるわけです。その辺について、この主力３

品目、桃、スモモ、ブドウのブランド化についてどんなお考えを持っているの

か、具体的なことを教えていただきたいと思います。 

 

土屋果樹食品流通課長 ブランド化につきましては、いろいろな手法、もちろん販売面とか生

産面とか、いろいろございまして、私どもといたしましては、やはり先ほどお

話ししました、シャインマスカットが登場してからもう数年経過しております

が、値が下がるどころか、毎年上がっていくという状況でございます。ぜひ、

そういう新しい品種を早期に産地化をしていくことが必要だろうと考えてお

ります。 

  ただいま、委員からのお話がございましたように、やはり新しい品種を育成

して、早期に産地化をするということが、その中の一つの大きな柱だと考えて

おります。こちらにつきましては、本会議でもお答えをさせていただきました

ように、県の果樹試験場が育成しましたオリジナル品種を、１日も早く産地化

をするというところに県としても力を注いでいきたいと考えております。 

 

高木委員  甲斐のくろまるが商品価値を生むためには、色の問題はないのですけれども、

変形してしまうといった、この辺の研究については、県は当然、研究室にいろ

いろな助言や、対策費などを盛り込んでいると思うのですが、どうなっている

のかお聞きします。 

 

相川農業技術課長 くろまるの栽培方法につきましては、果樹普及部等が中心となりまして、

世に出てまだ浅い品種なので、つくり方等も農家がなれない部分もありますの

で、きちんとマニュアルをつくりまして、それに基づきまして指導をしている

ところであります。 
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主な質疑等 産業労働部・労働委員会 

 

※所管事項 

 

質疑 

（企業の立地目標について） 

早川委員  まず、企業立地の目標に関してお伺いしたいのですが、ダイナミックやまな

しの総合計画の７７ページに、企業立地の目標が６５件ということで載ってお

ります。そこで確認なのですが、内容も含めて、県外からというイメージが強

いのですが、私は、一定規模の土地を購入した県外と県内の企業も含むと認識

なのですけど、そもそも、それもいいのかを含めて、この目標の根拠と内容に

ついてもう少し詳しくお伺いをさせていただきたいと思います。 

 

初鹿野産業集積課長 今回の目標値につきましては、６５件としてありますけれども、これは

年２回、工場立地法に基づきまして、国が中心となって市町村の協力を得て行

う調査の結果をベースにして行っております。対象は１,０００平米以上の新

たに土地を取得した企業を対象としております。御指摘のとおり、県外からの

立地に加えまして、県内企業が新たに土地を取得した場合も含んでおります。 

  以上でございます。 

 

早川委員  ５年間で６５件だという意味だと思うのですが、５年間の大切な１年目も今

もスタートしていて、残りの３カ月あると思うんですけど、まあまあ好調とも

聞いております。今年度の企業立地の実績において、見込み等お答えできれば、

今年度分の企業立地の数字などの見込みを教えていただきたいと思います。 

 

初鹿野産業集積課長 今年度、平成２７年の実績についてでございますが、２７年上期の実績

が１０社でございます。下期については、現在、調査中ということで、数字は

まだ出ておりません。６５件で５年間ですので、平均すれば１３件ということ

になりますので、おおむね順調に推移していると理解しております。年平均１

３件のところ、上期だけで１０件という状況でございます。 

 

早川委員  ６５分の１０が上期だけでできたという解釈では、比較的順調ということで

しょうか、もちろん景気がある程度、いろいろな影響で順調だったと思うんで

すけど、下期もぜひ残り頑張っていただければと思います。 

  もう一つ、県内の企業の振興についてお伺いしたいのですが、アメリカのリ

トルトン市にエコノミックガーデニングという考えがあります。これは私たち

が視察に行った大阪市でも始めていることなのですが、企業誘致だけに目を向

けるのではなくて、県内にある既存の企業を育てるということで、今、同じよ

うなことをやっています。とにかくそれに特化するということで、このリトル

トン市はこれに取り組んだことで、就労者数が１万５,０００人から３万５,

０００人になったという実績もあるようです。県外からの企業の誘致というこ

とも本当に大切なんですけど、本県として、逆に県内企業の撤退もあると思い

ますので、その撤退を防ぐ観点でも県内企業の育成にも取り組んでいただきた

いと思います。この点について何か取り組みというか、考えがありましたらお

伺いしたいと思います。 

 

初鹿野産業集積課長 ただいま御指摘がありましたとおり、私どもも県内企業の育成というの
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は非常に重要だと考えております。企業立地の最大の効果といいますと、県内

で企業が事業活動を拡大していただき、県内への経済波及効果が広がることが

第一だと思っております。第二に、県内での雇用創出ですが、県外企業の立地

なのか、それとも県内企業の立地なのかということについては、効果の違いは

ないと考えております。県といたしましても、今後とも県内企業への経営面の

課題や技術面での相談などに産業支援機構や工業技術センターと連携をいた

しまして、親身になって対応し、積極的に県内企業の育成にも取り組んでまい

りたいと考えているところでございます。 

 

       （スマート工業団地の整備について） 

早川委員  繰り返しになりますけれども、県内企業を大切にするというのは、企業誘致、

県外から企業を引っ張ってくることと同じぐらいか、私はそれ以上に大切では

ないかと思っています。 

  次の質問に移るのですけれども、同じく、ダイナミックやまなしに基幹産業

の発展プロジェクトの中で、企業を誘致していくその強みの中で、スマート工

業団地の整備とあります。ただ企業誘致を推進するのではなくて、こういった

優位性のある場所は必要だと思っていまして、私も以前、本会議で宮城県にあ

るトヨタのスマート工業団地みたいなものを整備して誘致をしていくべきと

提案したことがあるのですが、この誘致をしていくのにスマート工業団地の整

備に取り組んでいきますとあるのですが、この見込みといいますか、進捗が今、

どのようになっているかを教えていただきたいと思います。 

 

初鹿野産業集積課長 工業団地の整備につきましては、現在、企業立地適地調査を進めている

ところでございます。この適地の選定につきましては、産業労働部が所管して

いるところでございますが、そのスマート工業団地の可能性の検討という部分

についてはエネルギー局が所管してございますので、産業労働部の所管してい

る部分についてお答えをさせていただきたいと思っております。 

  現在行っている適地調査でございますけれども、先日、市町村に候補地を挙

げていただけるようお願いをしたところでございます。今月中にはその候補地

を挙げていただける予定となっておりまして、この調査で選定される候補地と、

市町村から出された候補地につきまして、客観的に立地環境や整備の容易性、

推定分譲価格などを検討いたしまして、その事業可能性を判断していきたいと

考えております。この調査の中では、工業団地の整備の可能性について検討い

たしますけれども、来年度、具体的なエリアや推定分譲価格などの情報を持参

して企業訪問を積極的に行い、より確実な企業ニーズを把握していきたいと考

えております。 

   

早川委員  新規の選定ではないのですが、既存の、甲府市大津町に工業団地があって、

一部にはスマート化の検討が進んでいると聞いたこともあります。この進捗に

関しては、産業労働部の範囲でお答えできるものがあればですが、いかがでし

ょうか。 

 

初鹿野産業集積課長 その件につきましてエネルギー局のほうから情報を提供いただいており

ますので、その範囲でお答えいたします。 

  甲府市大津町の甲府南部工業団地にある日本電気が資源エネルギー庁の補

助事業にともに応募したいということで県にお声かけいただきまして、県が共

同事業者として応募いたところ、これが９月に国から補助事業が採択されたと

いうことで、現在、その事業を実施していると伺っているところでございます。 
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早川委員  スマート工業団地はやまなしパワーとあわせて工場を誘致するのに優位性

になることだと思うので、引き続きやっていただきたいと思います。 

  最後なのですが、企業立地と、またもう一つ、本社機能の移転ということで、

国の地域再生計画が、国から認定されたという報道があったのですけれども、

県でも企業誘致と並行して本社機能の移転に取り組む中で、私の認識では、企

業立地は製造業だけが対象ですよね。本社機能の移転は業種の限定がなくて、

基準もわりあい簡単だと聞いているのですが、この地域再生計画の制度の中身

などを、もう少し詳しく教えていただきたいのと、目標として９社で２２５人

の雇用としている見込みについてもあわせてお伺いして、質問を終わります。 

 

初鹿野産業集積課長 本社機能の移転等につきましては、人口減少対策、地域の活性化という

観点から非常に重要であると考えております。国が地域再生計画というものを

作成し、国に申請をしたところ、１１月２７日に承認を受けたところでござい

ます。お尋ねの業種についてでございますが、先ほどの企業立地の業種として

は、基本的に製造業ということでございますが、こちらの本社機能の移転等に

つきましては、業種の制限はございません。ただ、本社機能等の移転に伴いま

して、従業員が１０名以上増加、中小企業の場合は５名という条件がございま

す。あとは、投資額などでございまして、業種が限定されず、中小企業の場合

は従業員が５名ふえればいいこと、それから、建物とか設備に対する投資につ

いては１,０００万円以上行えば対象となるということで、比較的ハードルが

低い制度ということでございます。この制度は、製造業のみならずということ

ですので、私どももこの制度を広く活用し、本県への企業誘致に役立てていき

たいと考えているところでございます。 

   

       （小規模企業者等設備導入資金貸付事業について） 

高木委員  ９月議会のときに小規模企業者等設備導入資金の貸付金を当初予算で１０

億円だったところを、７億円プラスということだったのですが、その後の進捗

状況というか、貸し付け状況等々をお聞かせ願えますか。 

 

末木商業振興金融課長 小規模起業者等設備導入資金貸付事業ですけれども、直近の１１月末

までの貸し付け状況が１３億６,０００万円という金額になっておりまして、

９月に御審議いただいて以降、順調に数字が伸びている状況でございます。 

 

高木委員  たしかあのときに８月ぐらいで、当初予算がほぼ消化されたので、大変大き

な７億円もプラスした補正予算が決まったと記憶しているのですけれども、そ

こから先が３億６,０００万円ということですから、進捗状況はあまりよくな

いのかなと思うのですが、どんなものに貸し付けられたのか。あのときはたし

か貸し切りバスということだったのですが、その後の貸し付けである、３億６,

０００万円はどんな内容か教えてもらえますか。 

 

末木商業振興金融課長 この設備貸与、前半、年度初めはやはり納車に時間がかかるというこ

とで、貸し切りバスが非常に多く集中したわけですが、貸し切りバスを除きま

すと、例えば具体的に何が多いといった特徴はあまり顕著にはあらわれてきて

おりません。８月以降につきましては、貸し切りバスについては１件のみで、

それ以外につきましては通常の中小企業が活用します設備に満遍なくといい

ますか、投資が行われてきている状況にございます。 
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高木委員  せっかく組まれた補正予算でありますから、しっかり使っていただくために、

ＰＲをしていかなければいけないと思いますが、中小企業振興公社が取り扱っ

ていましたでしょうか。お聞きします。 

 

末木商業振興金融課長 事業の実施主体は、やまなし産業支援機構になります。 

 

高木委員  産業支援機構にはまだあとわずか、この後半で、残りが３億数千万円あると

いうことなので、その利用が促進されるようにするのが本課の仕事かと思いま

すが、その辺はいかがでしょうか。 

 

末木商業振興金融課長 ９月の委員会のときにもお話をいたしましたけれども、各金融機関等

にも協力をお願いしたり、あるいは産業支援機構でも制度の活用を活発にＰＲ

といった活動をしてもらっております。通常、例年ベースでいきますと、年度

末に行くに従って、やはり納期限というものが限られてきますので、実績ベー

スでは減少傾向になりますけれども、こういったペースで伸びているというこ

とは例年になく活用の度合いが高いと認識をしております。 

 

高木委員  あのときにたしか答弁で、設備の意欲が高まっていると聞いたのですが、未

消化の可能性もあるのでしょうか。その辺はいかがでしょうか。 

 

末木商業振興金融課長 予算が残り３億４,０００万円ほどになっております。これから１２月

から３月までの４カ月間ということで、通常でいきますと、ここ最近、３年の

平均が２億７,０００万円という実績が出ておりますので、今年も例年ベース

で行けば１６億円台でおさまるのかなという見込みを現在もっております。 

 

高木委員  零細な事業者にとってはありがたい制度というか、支援だと思います。ぜひ、

ＰＲをしっかり産業支援機構にしていただき、今後も利活用していただければ

と思います。ぜひ、今年度の実績を踏まえて、当初予算からしっかり予算を組

んでいただければと思いますけれども、財政課と本課との打ち合わせみたいな

ものは、かなり進んでいるんですか。ちょっと先走った質問なのですが。 

 

末木商業振興金融課長 来年度の当初予算の件につきましては、担当レベルで話はしておりま

すけれども、本年度の予算規模も９月議会のときに少しお話をしましたが、想

定外だったこともございますので、来年度に向けましては、今、財政サイドと

詰めをしておりまして、どういった金額になるかにつきましては、まだ時間が

かかるといった状況にございます。 

 

高木委員  山梨県の産業も、企業流出などが起こって、非常に大変な状況にあるかと思

います。さらにこれを進展させていくためにも、こういった資金をしっかり組

んでいただいて、産業の活性化のために使っていただきたいと思いますけれど

も、最後に、その辺についてどんなお考えがあるかお聞かせいただいて終わり

たいと思います。 

 

末木商業振興金融課長 本県の設備貸与制度というのは利用する企業の割合が非常に高く、全

国的にも大阪府と肩を並べるぐらい利用実績がございます。ですから、貸した

後、個々の企業への支援といったものも産業支援機構で個々に行っております

ので、企業収益の向上や経営安定に資する制度運営などに取り組むとともに、

今後も多くの小規模事業者に本事業を有効活用していただくよう、需要を掘り
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起こして産業の活性化につなげてまいりたいと考えております。 

 

       （企業立地における雇用について） 

小越委員  先ほどの早川委員の話と少し関連するかもしれませんが、ダイナミックやま

なし総合計画で、山梨県の企業立地６５件、企業立地での新規雇用者数１,６

２５人と発表されました。そして、地域再生計画、いわゆる本社機能の移転の

目標が９社で２２５人とありますけれども、この６５社１,６２５人にプラス

９社２２５人なのか、いや、含みの数なのか、足して７４社１,９００人とい

うことなのか、そこをまず御説明ください。 

 

初鹿野産業集積課長 ただいまの御質問でございます。企業立地の目標数については、先ほど

の答弁の中でもお答えしましたとおり、ほぼ製造業に限定ということでござい

ます。一方、本社機能等の移転につきましては、業種を限らずということです

ので、私どもとしては、それぞれ別のものとして推計を立てたところでござい

ます。 

   

小越委員  ということは、７４社で約１,９００人と考えられるんですが、この地域再

生計画の概要版を見ますと、もう既に年次計画が出されておりまして、地域再

生計画の目標、就労機会で最大２２５人となっています。企業の新規立地が最

大９件とありまして、平成２７年度から３１年度までの目標雇用創出人数、移

転型事業の認定、拡充型事業の認定とあるのですけれども、先ほど既に、平成

２７年上期で１０社が来ていらっしゃると言っておりました。平成２７年度に

拡充型事業が２社２５人と書いてあるのですが、平成２７年１０月なんですけ

ど、もうここは平成２７年度中に地域再生計画によって２社で２５人がふえる

ということで進んでいると理解してよろしいでしょうか。 

 

初鹿野産業集積課長 その拡充型の２社につきましては、幾つか候補となる企業がございます

けれども、ここだと確定した企業はまだございません。 

   

小越委員  平成２８年度には、本社型ですよね。本社型というか、東京から来る移転型

事業だから、平成２８年度は１社、拡充型は３社で５０人と書いてあるのです

が、東京から来るということは、来年、平成２８年度はもうすぐですので、１

社というのはもう当てがあると見込んでいてよろしいんですね。 

 

初鹿野産業集積課長 まことに申しわけございませんけれども、それについては計画というこ

とでございますので、実現できるように積極的に取り組んでまいります。 

   

小越委員  そうしますと、平成２９年度、３０年度、３１年度は、移転型、東京から取

るのはゼロ社です。そして、拡充型は、平成２９年度は３社で、平成３０、３

１年度は両方ともゼロなんですよね。ただ、人数は５０人ふえるということに

なっています。会社来ないけど５０人ふえるというのは、今のお話でいきます

と、頑張ってまいりますということでしたけど、平成２８年度に、東京から来

るにも大体当てがないと。ことし平成２７年は終わりますから、大体これがな

いとおかしいんですけど、平成３０年、３１年は、来る目標がゼロ社なのに、

雇用が毎年５０人ふえるというのは、話が合わないんですけれども、このこと

について説明をお願いします。 

 

初鹿野産業集積課長 会社の数につきましては、今回の計画が平成２９年度中に県の認定を受
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けることになっておりますので、平成２９年度中に認定を受けた数が書いてご

ざいます。具体的にその会社が雇用を発生させるのは、その認定の後になると

いうことで、平成３０年度、３１年度には雇用が発生する数字が入っていると

いうことでございます。 

   

小越委員  山梨県だけでなくて、他県でも都市部からの企業の地方への移転ということ

を考えていると思うのですけれども、他県との違いというのは何かあるのでし

ょうか。東京２３区からの本社の移転、拡充型、県内事業者拡充では、税金の

優遇がありますよね。それから、雇用税制のところで優遇があるのですけれど

も、それは全国一律だとしますと、山梨県独自でこういうことがあるから来て

ください、ほかの県との競合する中で、山梨県が優位だから来てくださいとい

うものは何かあるんでしょうか。 

 

初鹿野産業集積課長 その点につきましては、現在まだ検討中の部分もございますので、答弁

は控えさせていただきます。 

   

小越委員  もう、始まっていて、この計画でいくと平成２７年度に２社来て、平成２８

年度に３社来るとなっているのに、今まだこれから検討中というのは、どうや

って実現できるんですかと私は首をかしげてしまいます。そして、この本社機

能の移転の中で、先ほどもお話がありましたけれども、県内、県外問わず、効

果は同じだとのことです。山梨県の地域振興に、それから定住の人口にかかわ

るとおっしゃっていたのですけれども、この本社機能の移転によって、２２５

人は、私、いつも聞くんですけれども、正規雇用を見込めると踏んでよろしい

でしょうか。 

 

初鹿野産業集積課長 今回の本社機能の移転等につきましては、やはり企業立地の考え方と同

様、当該企業から直接給与を支給されること、それから雇用保険法による一般

被保険者であること、１年以上雇用される見込みがあること、それから週の労

働時間が２０時間以上であることを満たします常時雇用労働者を対象として

見込んでございます。 

   

小越委員  正規職員という限定ではなく常用雇用なんですよね。それだと本当に山梨県

に定住していただけるのかわからない。そして、この移転の中には、東京から

来るとなると、山梨から見ても東京は近い。東京から山梨近いとなると、山梨

に住んでいただく、山梨での雇用をお願いするとしないと、固定資産税だけ免

除されたり減額されて、山梨に住む人が来なかったとか、山梨県内の雇用がふ

えなかったというと、何か狙いとずれてきてしまうと思いますが、必ず山梨に

住んでいただく、住民票を移していただくとか、山梨県内から雇用を正規で取

っていただくといった縛りをかけるのでしょうか。 

 

初鹿野産業集積課長 お答えいたします。縛りにつきましては、国の一律の基準で、県が地域

再生計画に基づきまして、その事業者の事業を承認するには、従業者が１０人

以上増加すること、それから、中小企業者については５人以上雇用することと

いうことでございます。この１０人、あるいは中小企業者の５人につきまして

も、製造業と同じ考え方となっております。 

   

小越委員  質問していることの答えになっていない。移住して、東京から引っ越してき

てもらうということなのか、山梨県内の人からとるのか。いや、東京に本社が
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あったのだから、東京の本社の人が全部山梨に来たということにするのか。い

や、そうではなくて、県内からの雇用とするのか。山梨県に住んでもらう、住

民票を移して住んでもらうことまで含めての縛りはあるんですかと聞いてい

るんです。いかがですか。 

 

桜本委員長  産業集積課長、あるかないかで答えてください。 

 

初鹿野産業集積課長 まず、今回の本社機能の移転等につきましては、移転型と拡充型という

ものがございます。移転型というのは東京２３区から地方に本社等を移す場合、

これについては先ほどの従業員１０人、もしくは中小企業だと５人、この２分

の１以上が東京からの移住者であることが条件となっております。その他、２

３区以内、大阪とか神奈川とか、ほかの大都市から地方への本社機能等の移転、

それから拡充、県内企業が県内において事業を拡大するようなケースについて

は、そのような縛りはございません。我々といたしましても、これら本社機能

の移転等について積極的に企業に働きかけてまいりますけれども、もちろん委

員がおっしゃるように、正規職員を極力ふやしていただけるようにお願いをし

てまいりたいと考えているところでございます。 

   

       （奨学金返済の減免について） 

小越委員  確かに移転型増加の過半数は東京から移転であることも必要となっている

んですけれども、それは山梨に来て住んでもらわないと定住に含まれないんで

すよね。そのことも含めて、本社機能移転は全国でやっていると思うんです。

山梨県はなぜここに来てもらいたいのか。そして、山梨県にとってメリットに

なるようなこと、正規雇用をしないと、やっぱりただ企業が来て、固定資産税

減額して、地方税減額してくれでは、ほかにも産業集積助成金も使いますし、

市町村のいろいろな助成金も使えるというおいしい話なんですけれども、企業

だけが来て、雇用がふえなかったでは本末転倒になりますので、正規雇用とい

うことをぜひとも県としてお願いしたいと思います。 

  もう一つ聞きたいのは、１１月８日の山梨日々新聞で掲載がありました県内

就職で奨学金の返済減免のことです。これは教育委員会の所管だと思っていた

のですが、担当の産業労働部によると書いてありますのでここでお聞きしたい

と思います。 

  これによりますと、来年度から実施できるようにしたいので、２月の定例県

議会に提案を目指すとあるので、大体の大枠とか考えられていると思うのです

けれども、どういうものなのか概要をお話しいただきたいと思います。 

 

立川産業政策課長 奨学金につきましては、新規主要事業協議で掲載されておりまして、県内

に戻ってくる人々、大学生ですとか奨学金をいただいている方、この方たちの

一部を補塡しようということで、新規主要事業協議に載せたところでございま

す。 

 

小越委員  それではこの記事に書いてあることは、全然協議されていないんでしょうか。

これによりますと、県内企業の多くを占める機械・電子業をはじめ、建設業、

サービス業、ＩＴ情報技術関連など、対象の就職先、望ましい業種の範囲を考

えていると、基金創設などの制度に向けて協力をお願いするとかなり書いてあ

るんですけど、今の話でいくと、まだこれから検討しますというだけだったの

ですが、業種を決めて奨学金の返済を免除するという考えではないということ

でよろしいんでしょうか。 
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立川産業政策課長 ただいま、記事で書かれております内容ですが、これはそもそも国の制度

でございまして、国はそういった業種を限った奨学金をつくって、そして奨学

金を返す方々を支援するようにということで、内容的には全て国の制度を説明

しているだけでございます。公開されている内容ですので、その制度にするか

どうかというのは、県としての今後、検討ということでございます。 

 

小越委員  この枠ではなくて、県独自の枠があるというふうに私はお願いしたいと思っ

ています。望ましい業種と限定するのではなく、少なくとも山梨県に帰ってき

たら、山梨県の企業に就職したらぐらいにしませんと、例えば就職したけれど

もマッチしなかったとか、そんなことないと思いますけど、ブラック企業であ

ったとか、やめてしまったとか、企業からするとこの人では困るといったとき

にトラブルが発生するわけです。業種に限らず、もっと広く山梨県の産業をど

うするかと見ますと、山梨県の地元の企業に就職したら返済を免除するとか、

減額するとか、そういう幅を持たせたらいかがかと思うんですけれども、どう

でしょうか。 

 

立川産業政策課長 ただいま、その内容についても検討しているところでございますけれども、

国の制度は、ある一定の業種に限ることとなっております。 

  以上でございます。 

 

小越委員  私は、ある一定業種というか、本来これは教育委員会が奨学金を返済するの

が困難なところにどうしていくかというところがないと、ちょっとどうかと思

います。これによりますと、企業がお金を出すわけですよね。企業がお金出し

て、基金をつくって、それで返済に充てると。そうなりますと、企業がどうい

う人がいいとか、企業に都合のいい学生しか免除されなくとなると、それはち

ょっと違うんではないかと。広く山梨県の産業界に生かせるのであれば、中小

企業も、全ての業種、山梨県の企業に就職して帰ってきてくれたら、それは減

額する、免除するとなるように検討してもらいたい。それこそが山梨県の定住

化人口をふやし、山梨県の産業を活性化すると思いますので、ぜひその方向で

考えてもらいたいですし、教育委員会とも話を詰めて、本来は教育委員会がや

るべきことだと思いますけれども、お願いしたいと思います。 

 

立川産業政策課長 先ほど申し上げましたように、ただいま検討中の内容でございますので、

以上にさせていただきます。 

 

       （県立高等学校設置について） 

皆川委員  知事の公約の一つになります県立高専の設置についてですけど、今、産業政

策課には、高専設置準備担当を置いてやっていますね。その方々は今、どうい

う検討をしているか、私はよくわかりませんけれども、新聞紙上によると、工

業高校に専修科、プラス２年ぐらいのものを設けるとか、あるいは、産業技術

短大をもっと充実させるとか、いろいろな案をちらほら耳にするのですが、そ

の辺はどういう案が出ているのか、お聞かせいただきたい。 

 

立川産業政策課長 ただいまの御質問ですが、私どものところで行っておりますのは、６月補

正予算で検討委員会の経費を御承認いただきましたので、検討委員会を設置し

て、有識者による会議をこれまで３回開催いたしました。先般行われた検討委

員会の中では、さまざまな施策がある中で、新たな人材育成といった観点から
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は高校への専攻科の設置なども一つの有力な案ではないかという意見が出さ

れたということでございます。あくまでまだ中間の段階でございますので、次

回は１月の末に予定をしております。 

  以上でございます。 

 

皆川委員  そもそも、この知事の発想というのは、企業を誘致するために、県内には水

もあるし、土地も東京に近いわりには非常に安いし、いろいろな意味で企業立

地にはいいはずなのに、ただ足りないのは技術系人材が確保できないというと

ころから高等高専という発想が出てきたのではないかと私は思うんですよ。そ

の辺の原点の議論はどのように考えていますか。 

 

立川産業政策課長 知事のお話ですけれども、委員おっしゃるとおり、県内の産業を育成する

ためには、やはり高度な産業人材が必要であると。そのためには、県立高等専

門学校などの設置によって産業人材の育成を図ることが重要であるというこ

とで、公約で掲げられておりました。それを受けまして検討して、県として総

合計画の中でも、やはり高専の設置などが、一つの選択肢として産業人材の育

成を図ることが必要であるということで、この検討委員会を開催させていただ

いております。 

  以上でございます。 

 

皆川委員  産業技術短期大学校をつくるときに、やっぱり同じ議論があって、高等学校

に専攻科を設けたほうがいいんじゃないかという議論もあったと聞いていま

すけれども、それを抑えて産業短期技術大学校をつくったわけだから、その辺

の観点があれば、何でまたこんなものが出てくるのか、こういう議論が出てく

るのか、私は不思議でしようがないんですけれども。また、仮に、国立高専が

だめだから県立高専だとすると、県立高専の場合、どのぐらいの費用がかかっ

ているか。膨大な費用がかかっているんだよね。だけど、やっぱり人材を確保

しなきゃならないとなると、非常に矛盾があって、私も自分で考えても難しい

と思うんですけど、とにかく、どういう決意で、どのように頑張るかだけ聞い

て、この辺でやめましょう。 

 

立川産業政策課長 おっしゃるとおりの面がございます。知事も今議会でお答えしております

ように、狙いはやはり今までさまざまな施策を打ち、委員おっしゃるとおりの

産短大の施策も打ってまいりました。産短大の学生についても、この検討委員

会の中、それから企業のアンケートでも非常に評価されております。ただ、現

状の高校、大学、産短大だけではやはり不十分な点がある、何とかしたいとい

うニーズが出ておりまして、それをどうやった形で応えていくのがベストなの

かということを現在、企業の方、有識者、学校の関係者、ＰＴＡといった方々

の集まりである検討委員会で検討をいただいておりますので、来年の１月末に

なると思いますけれども、この検討の結果を県として尊重しながらやっていき

たいということでございます。 
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主な質疑等 観光部 

 

※所管事項 

 

質疑 

（観光消費額について） 

小越委員  まず、先日発表がありました観光消費額の問題についてお聞きします。観光

消費額、国の調査の見直しで外国人の観光消費額が大幅に減ったと。外国人観

光客の消費額が８割減となって、これが実際に見合った額であると報道がされ

ておりますが、この報道を受けて、外国人誘客、それから国内の観光客誘客、

どのように考え方を変えていくのか。もしありましたらお聞かせください。 

 

仲田観光企画・ブランド推進課長 数字の見直しにつきまして、統計上の処理から外国人観光

客のところが、関東一円の数字をこれまで使って、約１０万円の消費があると

いうことだったのですが、山梨県に非常に多くのお客様が来まして、山梨県独

自の統計が取れるようになりまして、１万４,０００円という数字が観光庁か

ら示されました。しかしながら、県の平均的な観光消費額は、１人当たり１万

２,０００円ですので、これを上回る金額で外国人の誘客については変わりな

く推進してまいりたいと考えております。 

 

       （通訳案内士について） 

小越委員  外国人の誘客を推進していくという中でお聞きしたいことがあります。通訳

案内士のことです。山梨県の構造改革特区において、今回、地域限定の通訳案

内士を山梨県として養成することが決まったと聞いております。通訳案内士は、

山梨県の現状では、ほかの県に比べて極端に少ないと聞いております。山梨県

では、中国で通訳案内士７人、インドネシア、シンガポール、英語圏が５０人、

タイはゼロということになっていますが、全国的にも通訳案内士１人当たり、

全国は例えば中国語ですと８,２５７人に１人の通訳案内士ですけれども、本

県の場合、中国語は１桁違う８万９４１人に１人という、通訳案内士が非常に

少ない県でもあります。それに応じて、今回、特区で、通訳案内士を地域限定

ですけど、山梨県でとっていこうということで、１００人増加しようと聞いて

おります。 

  そこで、現在の県内の通訳案内士の状況についてまずお伺いします。現在、

県内には通訳案内士、６３人いらっしゃいます。内訳は英語５０人、中国語７

人、ロシア語２人、韓国語１人、フランス語１人、スペイン語１人、イタリア

語１人で６３人ですけれども、この方々の就業状況、１年間にどのぐらい仕事

をしていて、どのぐらい通訳案内士で収入を得ているのか教えてください。 

 

藤巻国際交流課長 小越委員の御質問でございますけれども、県内に６３名いる方々で、通訳

案内士だけで生計を立てている方はいらっしゃらないと聞いております。詳細

につきましては、大変恐縮ながら承知しておりません。 

   

小越委員  山梨県内の通訳案内士はどういう場面で、どんなところで活躍というか、お

願いしているのか、まあ、つかんでいないと言うかもしれませんけれども、ど

ういうルートで、通訳案内の仕事をされているのか。具体的にこういうところ

でこういうことをしている、どこから仕事の派遣されているのかがわかったら

教えてください。 
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藤巻国際交流課長 通訳案内の仕事につきましては、基本的には一例を挙げますと、ＦＩＴと

か家族もしくは個人で山梨県を旅行される外国人の方に対して、外国語の通訳

をしながら県内を案内するというような場面です。したがって、３人、５人と

いうグループの中に１人通訳案内士が入って、県内の案内もしますし、行った

先での通訳もするという状況でございます。 

 

小越委員  それは旅行会社がその方に、例えば英語圏では英語を話せる通訳案内士の方

を、旅行会社が契約を結んで、今度こういう方が来るからお願いしたいとして

いるのか、いや、そうではなくて、誰かがマッチング、コーディネートをして

いるのか、いや、私はこういう仕事をしていますからということで個人営業し

ているのか、そこを教えてください。 

 

藤巻国際交流課長 個人営業されている方もいらっしゃいますし、旅行会社経由の方もいらっ

しゃいますし、あとは県内に２つ通訳案内士のグループがございまして、そこ

を経由して仕事をもらっている方もあるようです。 

   

小越委員  通訳案内士は全国的に不足していて、全国的に通訳案内士を強化していこう

と国の観光庁でも、このプロジェクトを立ち上げて、地域限定の通訳案内士を

ふやしていく動きがあると思っております。ただ、先ほど、国際交流課長から

も話がありましたように、これをなりわいとしてやっている方は非常に少ない

と。やったとしても２００万円以下が圧倒的で、年間の就業日数も、本当に数

日だという方もいますし、資格を持っているけど、全然仕事をしていない、未

就業という方がほとんどのようです。年間１０回が４割を占めているという全

国のアンケートもあります。将来の不安があるし、独立の見込みもないし、就

業したいけど、何をどこでやっていいのかわからない。通訳案内士は単なる通

訳、言葉を通訳するだけではなく、地域の文化や観光、そして旅行商品のプロ

デュースもするという、質的に高いいろいろなことができて、また、やっても

らいたい方だと思うのですが、山梨県がこの通訳案内士をこれから地域限定で

す１００人にしていこうとのことですが、具体的にどうやってふやしていくの

でしょうか。また、どういう方々をターゲットにしていくのでしょうか。試験

もかなり難しいですし、試験だけでなくて、旅行業のいろいろな資格、検定も

持っていただきたいし、富士山の背景もあるし、どういうところにおいしいも

のがあるのかとか、あるいは救急の対応ですとか、それからトラブルの対応と

か、本当にものすごい仕事をしていただかなければならないのでが、どうやっ

て１００人もふやしていこうとしているのか教えてください。 

 

藤巻国際交流課長 どうやってと言われますと、基本的には山梨県がそういう地域限定の通訳

案内士を養成できる団体に委託をして、年間３０名から４０名程度を養成した

いと考えております。 

  以上です。 

 

小越委員  養成して、その後にどういった通訳案内をお願いしているのか。何かあった

ときに県がマッチングするような機会を設けて、山梨県とすればコーディネー

ターをする県と観光推進機構の中でシステムを構築したいというのもあると

思いますが、そういうことになると、例えば就業してそれをなりわいとして立

てていくというのではなくて、本当にボランティア的な観光ガイドにするのか、

いや、そうではなく、山梨県の観光商品の中に、観光商品の通訳案内士がこん
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なにいると売り込んで、生業として、成り立ちできるようにしていくのか、ど

ういう通訳案内士をつくっていこうとしているんでしょうか。 

 

藤巻国際交流課長 その点は非常にいいポイントだと思うのですが、一つは、県内の通訳案内

士として頑張っていただける方はいらっしゃると思います。もう一つは、県内

の観光事業所、ホテルであるとか旅館であるとかお土産屋さんで、今、語学の

能力のある方が足りなくて困っています。そういうところに就職していただき、

事業所の中で持っている能力を活用していただくということもあろうかと思

います。 

   

小越委員  ということは、この紹介するシステムが構築されていなかったと、通訳案内

士を必要とされる機会が少なかったと山梨県は言っているんですけど、そのシ

ステム的なものは、県の観光部なり観光協会なり観光推進機構なりがそのシス

テムを持っていくのか。それとも、とにかくと取ってくださいということで、

取った方々はどこに就職するというのか、開業してもらってもいいとするのか、

その実態をやっぱり誰かがつかんでいないといけないと思うのですが、それは

どうするんでしょうか。 

 

藤巻国際交流課長 実態の把握というのは、個人個人にアクセスをすることになると思います

けれども、基本的には一応、個人事業主ということになると思います。通訳案

内士をされる方は個人事業主ですから、県としてはこういう方々、資格を持っ

た県内で活動できる方々がいらっしゃいますという広報も当然のことながら

していきたいと考えております。 

   

小越委員  この通訳案内士は業務独占ですよね。医者と同じで、この免許がないと報酬

を伴うガイドをしてはいけないとなっていますので、かなりレベルの高いとい

うか、上級、初級も含めていろいろな方がいらっしゃると思うんですけど、山

梨県に行くと全てのことを網羅している通訳案内士という観光商品があるん

だというために、ぜひ、なりわいとしていけるようにお願いしたいと思います。 

  そして、今、県立大学と山梨大学に観光に関係するコースが設置されるよう

なことがあったと思うんですが、そこの方々にもこれから山梨県の通訳案内士

を目指してもらう。英語もなんですけど、中国語とか、タイ語は全国にも数え

るぐらいの人しかいらっしゃらないと聞いていますので、その方々にも通訳案

内士の資格や旅行業の資格も取ってもらい、山梨県、そして地域限定だと本当

に仕事が限られてしまいますので、やっぱり全国の通訳案内士を目指すという

ところも含めて１００人を目指さないと、なかなか１００人という数字は見え

てこないと思うんですけど、そういう方向はいかがでしょうか。 

 

藤巻国際交流課長 １００名につきましては、今のところの問い合わせの状況からすると、年

間３０名でございますので、そのぐらいの方々は来ていただけるのかなと思っ

ています。ただ、委員御指摘のとおり、タイ語でありますとか、その他、スペ

イン語でありますとか、来県する方があまり多くない言葉の種類についてはな

かなかふえないかと思います。タイ語の需要は結構多いと聞いておりますので、

将来的にさらにふやすように努力をしていきたいと考えております。 

  それから、各観光コースをつくってくださるような大学につきましては、県

立大学を中心に、特に語学の教育には力を入れていただけると聞いております。 

   

小越委員  山梨県への外国から観光客で、来ている国の内訳を見ますと１位が中国で、
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４１％ですよね。２位が台湾、３位がタイ、４位が香港、５位がインドネシア

ということで、英語圏のところもありますけど、中国語、タイ語というところ

で、外国にいる方、それから外国籍のある方にも、この通訳案内士を広く門戸

を開いていったらどうかを含めて、ここで業務独占できる資格ですし、これら

観光商品の中で、通訳案内士がいるという山梨県の観光を売れるように、ぜひ

とも地域限定はもちろんかもしれませんけれども、全国的に通用する通訳案内

士を山梨県からもどんどんつくっていってほしいと思います。 

   

藤巻国際交流課長 この地域限定通訳案内士につきましては、国際交流課でも非常に力を入れ

て、今年度、また来年度以降も頑張っていこうと思っている事業でございます。

そういう意味で、今回、委員会で取り上げていただいたのは非常にいい宣伝に

もなろうかと、大変ありがたく感じているところであります。当課としてもで

きるだけ頑張って続けていきたいと思います。 

 

白壁委員  今、通訳案内士を生業でという話だったけど、これは時代の流れなんだよね。

まだそこまでの必要性を外国人のインバウンドの人たちが感じていないの。要

は、外国から来る人たちが通訳を連れてくるから、必要を感じていない。外国

へ行くと、こっちから行ったツアーの添乗員、プラス必ず地元の案内士が来ま

すね。添乗員の人が案内もできるんだけど、それをしてしまうと、その旅行会

社が飛んでしまいます。法律強化されているからね。日本はまだそこまで行っ

ていないけど、違反するとどうなるかわかりますか。  

 

藤巻国際交流課長 大変恐縮ですが、国内の旅行会社の制度についてはまだよく存じておりま

せん。 

 

白壁委員  要は、まだそこまで行っていないのよ。だから、これからだんだんインバウ

ンドがふえてきて、ふえてきたときには国の法律が強化される。法律が強化さ

れると、そこには必ず、いわゆるインタープリターだけではなくて、通訳だけ

もなくて、今度、観光の案内が必ずついてくるようになる。そうなってきたと

きに通訳案内士が必要になってくるということなの。ただ、現状では、小越委

員が言われていることも正しいことであって、そういう地域の観光を案内でき

る人たちを限りなく多くつくろうというのはいいことだと思う。ただ、まだ、

これは何でできないのとか、何で人数足りないのというのは、需要と供給のバ

ランスよ。これからなんだ。法律が強化されていった段階で出てくる。 

  それともう一つは、県立大学では来年度に向けて通訳案内士の試験も受けさ

せるような子供たちを募集するというのは、いい方向に行っていることは行っ

ている。これも必要なものだからぜひやってもらいたいんだけど、その辺もよ

く研究をしてやってもらいたい。研究をするということは、国の流れだとか法

律の縛りだとかを。 

  外国の観光地行くと、そういうことがいっぱいあるの。例えば、ヨーロッパ

に行くでしょう。ヨーロッパに行くと、そういうところでは添乗員がいて、必

ず案内士がいます。その人、必要ないのよ。何もしゃべらないんだけどいなけ

ればならない。だからいる。外国というのはいろいろなところ行ったら観光地

をよく見ることも重要なんだよね。 

  ぜひそんな方向でね、いろいろ調査して、いい方向でインバウンドの方々が

リピートできるような方向に持っていってもらいたいと思います。 

 

藤巻国際交流課長 地域限定通訳案内士の養成を通して、山梨県内の受け入れ体制の整備に貢
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献できるよう頑張っていきたいと思います。ありがとうございます。 

 

       （知事のインドネシアへのトップセールスについて） 

早川委員  今回の知事のインドネシアのトップセールスについて改めてお伺いしたい

んですけど、私も議員団の一人として参加をさせていただきました。その中で、

日本とインドネシアの文化、経済、観光、そういう交流の夕べというシンポジ

ウムに出させていただいて非常に勉強になりました。改めてインドネシアで、

びっくりしたのは訪日の来県者数が、東京、京都、北海道を山梨県が超えてい

るということです。改めて本当に今後本県も注力すべきだなと感じたわけです。 

  県では国際交流課が中心となって２年ぐらい前からインドネシアに対して

注力をしてきたと思いますが、改めて今回の知事がトップセールスを行った目

的を教えていただきたいと思います。 

 

藤巻国際交流課長 今回のインドネシアトップセールスの目的でございますが、一つは、これ

まで２年半にわたって築き上げてきた、現地インドネシアのパートナーとの連

携をさらに強化するためということで参りました。もう一つは、ちょうど日本

インドネシア友好協会と日本インドネシア関係の観光経済訪問団がジャカル

タを訪問することになりましたので、その関連イベントに出席するために参り

ました。 

   

早川委員  今、お答えになった、大切な目的の一つで、現地の事業パートナーと連携と

いうことですけれども、従前、ガルーダ・インドネシア航空やローソンですか、

提携してきたと思うんですけれども、今回、現地の具体的な事業パートナー先

など、具体的にどんな方と提携し、交流があったのか、名前が挙げられたら差

し支えないところで成果を教えていただけますか。 

 

藤巻国際交流課長 成果というか、まずはお会いしたのは、例えばネットテレビのチーフディ

レクターですとか、ジョグジャカルタ特別州の代表団、ガルーダ・インドネシ

ア航空の社長、スカルノ・ハッタ国際空港株式会社の副社長、それからイオン

インドネシアのモールの代表の方等でございます。 

 

早川委員  そうすると、その方々と会っただけでなくて、これも可能であれば、具体的

にどんな連携や活動の成果を挙げられたのでしょうか。 

 

藤巻国際交流課長 まずはネットテレビのチーフディレクターとは、これまで３８回、県内の

取材をしていただいておりまして、これまでに３６本、インドネシアで放送さ

れています。そのうちの２本は３０分番組で、結構長く山梨のことを放送して

いただいていますし、３６本についてはニュースで流していただいています。

あと２本、まだ放送が未了なものがございますので、これを早く流してほしい

というお願いが一つと、また、さらに追加で山梨県の取材をして放送してもら

いたいというところです。 

  それから２つ目のジョグジャカルタ特別州とは、友好交流を推進するという

ことで覚書を結びまして、これは姉妹交流とか友好交流にまでは至っていない

段階ですが、これからその方向に向けて教育であるとか文化であるとか観光の

両地域の交流をもっと盛んにしましょうというものでございます。 

  ガルーダ・インドネシア航空につきましては、社長もかわりましたし、今度

はアリフさんという方ですが、本県も知事がかわりましたので、新たに相互協

力協定というものを結びまして、特に観光で……。 
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桜本委員長  国際交流課長に申し上げます。非常に成果が大きいようでありますので、言

葉の説明だけでは忘れてしまいます。その成果を書面でまとめて提出していた

だけますか。大事なことですから。 

  早川委員、そのことはそれでどうですか。 

 

早川委員  よろしくお願いします。 

 

桜本委員長  では、続けて質問をどうぞ。 

 

早川委員  先ほど、成果の中で具体的に協定を結んだというのはいろいろなことがより

進むと思うんですけど、誘客、こちらにインバウンドで来ていただくのに、今

後、熱が冷めないうちに、間髪入れずにいろいろな動きを本県としてもさらに

していくべきだと思うのですけど、今回の、知事がトップセールスに行ったこ

とで、目に見える具体的な動きとか、何か山梨県らしい提案みたいなものがあ

るのかについてお伺いします。 

 

藤巻国際交流課長 ３件ございまして、１件は、１１月の最終週にインドネシアソムリエ協会

から３０名ほどの方々が県内の酒造メーカー、河口湖の酒造メーカー等に来県

をしております。それから、まさにきょうですが、ゴーベル前商業大臣がイン

ドネシア商工会議所の方々を３２名連れられて本県を訪問され、本日４時１５

分から知事を表敬する予定になっております。もう一つは、インドネシア側か

ら言われているのは、例えば雪合戦であるとか、例えば信玄公祭りであるとか、

ワカサギ釣りであるとか、体験型の旅行商品をつくりたいのでいろいろ紹介し

てもらいたいという要望があります。 

  以上を含めて、成果といたしましては、来年度以降もインドネシアからのお

客様が増加してくれることを期待しております。 

   

        （峡東地域におけるワインリゾート構想について） 

高木委員  ６月に補正予算を組まれた峡東地域におけるワインリゾート構想について

お尋ねしたいと思いますけれども、あの地域には６２社ものワイナリーがあっ

て、２世、３世が本当に競っていいワインをつくっております。そのワインを

中心にして、県産のブランド化が進んでいる桃だとかブドウだとか、あるいは

いい温泉だとか、そういうものを基軸に構想を練って、観光振興につなげてい

きたいということだろうと思いますけれども、その後の進捗状況をお尋ねした

いと思います。 

 

奥秋観光振興課長 ワインリゾート構想につきましては、峡東地域の３市のほか、観光関係の

団体ですとか、ワインの関係、あと、農協さんとかの長で構成します、ほかに

も構成員の方はいらっしゃるのですが、峡東地域ワインリゾート推進協議会と

いうものを設立しまして、その中で策定をしていきたいと考えております。た

だ、その前段といたしまして、協議会へ提案する構想原案を作成しておりまし

て、現在、例えば各ワイナリーへのお客様の受け入れ体制をどうしたらいいか

とか、また、地域内をめぐる二次交通をどうしたらいいかとかといった具体的

な課題について検討しておりまして、これにつきましては現在、準備会におい

てその原案を取りまとめまして、次回協議会を開催するときの原案として出す

という準備を現在のしているところでございます。 
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高木委員  今の観光振興課長の話で、さまざまな団体が準備を進めているということと

思います。それから、今後の構想のスケジュール、どのようになっているのか

お尋ねします。 

 

奥秋観光振興課長 今後のスケジュールでございますが、先ほど申しました準備会での構想原

案を作成した後に協議会にお諮りをして、今年度中には構想を策定するという

ことで現在、とり行っているところでございます。 

 

高木委員  先ほど、二次交通という話がありました。今、石和温泉駅を発着する二次交

通をたしか山梨観光推進機構の松井理事長さんが提案されてつくられたと私

は記憶しておりますけれども、いずれにしても大変いいおもてなしにもつなが

る、いい施策を展開しているなと思うわけですが、観光客のワインタクシーの

利用状況がどんなようになっているか教えてもらえますか。 

 

奥秋観光振興課長 ワインタクシーにつきましては、今、高木委員からもお話がありましたと

おり、山梨観光推進機構で原案等を作成し、現在までとり行っているところで、

平成２７年１０月から来年の３月までの期間を運行しておりますが、前期の平

成２７年４月から９月までの運行状況についてお答えをさせていただきたい

と思います。前回のワインタクシーにつきましては平成２７年４月から９月ま

での土日祝日の運行で、計５７日間を設定しております。そのときに１日２便

の運行で、１便当たり１６名を募集しておりました。そうしますと、最大の乗

車定員は１,８２４名になりまして、実際にお乗りいただいた利用した人数に

つきましては９９９人でございます。それを計算いたしますと、乗車率５４.

８％ということでして、１日当たりの平均乗車人数は１７.５人ということに

なっております。 

 

高木委員  目標のちょうど半分ぐらいですけれども、もっともっと利用者がふえるよう

にしていただきたいと思いますが、料金はお幾らぐらいで、どんな料金体系に

なっているんですか。 

 

奥秋観光振興課長 現在の料金につきましては、大人が５,０００円ですが、これにつきまして

は１,０００円分の山梨ワインタクシーのクーポンがついております。この券

を利用しますとワイン等の購入ができることになります。また、未成年者につ

きましては、３,０００円ということで利用料金を設定しております。 

 

高木委員  非常に評判がいい話もお聞きしていますけれども、二時交通の第二弾として

甲州市の塩山駅を発着する便もふやしたいということで、また、世界遺産にな

りました富士山、富士北麓との連絡もできるように、一緒に周遊できる構想も

あると聞いていますけれども、それについて詳しく教えていただきたいと思い

ます。 

 

奥秋観光振興課長 現在は石和駅からの発着でございますが、塩山駅を発着するワインタクシ

ーにつきましても、今、開設の準備をしておりまして、１月中には運行が開始

できると予定をしている状況であります。 

  また、峡東地域と、今委員がおっしゃいました富士北麓、また、ほかのとこ

ろの運行につきましても、それが完成した後にしっかりとほかの交通機関の状

況も調査しまして拡充していきたいと考えております。 
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高木委員  先ほどの松井理事長さんはＪＴＢの役員もされた方でありまして、やはりそ

ういった民間の人の知恵だとかノウハウを導入していくことがすごく観光振

興につながっていくと思います。ぜひ今後もこういった多くの観光関係者の声

を聞いて、今の二次交通にしても、ワインリゾート構想の準備から、推進協議

会に移っていく中で、今のような民間の人たちの御意見など、いろいろノウハ

ウも生かしていければと思いますけれども、その辺については観光部はどのよ

うに考えているのかお尋ねします。 

 

奥秋観光振興課長 現在のワインタクシー運行協議会につきましても、山梨観光推進機構、ま

た、ＪＴＢ関東のほか、タクシー協会でありますとか石和の温泉観光協会、協

同組合等、多々の民間の団体の方々の御協力もいただいておりますので、そこ

とはしっかりと意見交換、協議等を行いながら、よりよいワインタクシーが運

行できるよう、努力していきたいと考えております。 

 

高木委員  今、私がお尋ねしたのは、二次交通もさることながら、全体の構想を練って、

推進協議会ですか、協議をしていく上で民間の方たちのノウハウを生かしてい

くような考え方はないですかという意味です。 

 

奥秋観光振興課長 大変申しわけありませんでした。ワインリゾート構想につきましての推進

協議会での内容でございますが、これにつきましては民間の方々の御意見も取

り入れながら、しっかりと現在の課題を解決するような形の中で原案等も作成

し、提示していきたいと考えております。 

 

       （富士山保全協力金について） 

渡辺委員  富士山保全協力金についてお伺いいたします。１２月の一般質問でも伺わせ

ていただいたのですけれども、昨年に比べて協力率がまた低迷してしまったと

いう中で、対策としてゲート的なものを設けるとか、富士山保全協力金がどの

ようなものに使われたのかというものを明確にするものをつくるといった答

弁をいただきました。質問の中にもあったのですけれども、今も５合目までは

外国人の方がバスで来ていますが、今後も、バスで来る外国人観光者の方々が

登山を積極的にするようにおそらくなっていくと思います。今後ふえ続ける外

国人登山者に対してどうやって協力金に協力していただくのかについて、何か

対策があればお聞かせください。 

 

志村観光資源課長 ただいまの協力金の、特に今後ふえていくであろう外国人への対応でござ

いますけれども、まず一つは、日本政府観光局に働きかけまして、協力金につ

いて訪れる外国人観光客にＰＲをさせていただくというのが一つでございま

す。もう一つは、現地を訪れた外国人の登山者の方に対しましては、５合目の

受付場所におきまして外国人案内人との連携を強化しまして、そこできちんと

説明をさせていただくとことも考えております。 

   

渡辺委員  ぜひ進めていっていただければと思います。 

  その中で、英語圏の方々に対してはそういったことがきっとできていくのだ

と思うのですけれども、今後多分、ふえ続けていくのは中国ですとかタイです

とか、そういった東南アジアも含めた中で英語圏でない方々もふえていくと思

うのですけれども、そういった方々に対する対応はいかがでしょうか。 

 

志村観光資源課長 先ほどの外国案内人の方も多言語で対応できるように、さまざまな言語の
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方をお願いいたしまして、５合目において対応することを考えております。 

   

渡辺委員  そういった外国人対応の方々も大変大事なのですけれども、ぜひ、ボードで

すとか、そういったものを活用して多言語で説明いただいて、協力率が上がる

ように努力していただければと思います。 

  最後になるのですけれども、こういった先ほど国にもと言っていましたけれ

ども、旅行代理店の方々にもぜひ協力金の趣旨ですとか使い道等をよく説明し

ていただいて、外国人の方々の協力金に対する意識を向上するような活動を行

っていっていただきたいと思うのですけれども、その辺について最後にお伺い

いたします。 

 

志村観光資源課長 今、御指摘いただきました旅行業者につきましても、静岡県と連携しなが

ら手分けをして、主な旅行業者等に接触をさせていただいて、協力金について

のお願いもさせていただく予定でおります。 

  以上でございます。 

 

       （ＤＭＯについて） 

浅川委員  最後になりますが、先般の県の総合計画にも記載がされておりました、新し

い形の観光を通じた地域づくり、ＤＭＯについて、私どもも、真摯に取り組ん

でいこうと思っております。観光部長の決意を聞いて、私の質問を終わります。 

 

茂手木観光部長 ＤＭＯでございますけれども、これまでＤＭＯ、まち・ひと・しごと創生基

本方針の中で日本版ＤＭＯという言葉が出てきて以来、その形というのがはっ

きりわからなかったのですけれども、先月の末に国で説明会が行われまして、

ようやく概要というのがわかってきました。これを受けまして、早速、私ども

も市町村などを対象とした説明会を開催しまして、内容について周知徹底を図

ったところでございます。今、登録に向けた申請をちょうど受け付けている時

期でございますが、これは登録イコール実施ということではなくて、あくまで

候補団体の登録を今、受け付けているという状況です。１２月中旬までという

ことなのですけれども、これ以降も、後々も行われていくということになって

おります。 

  しかしながら、まだＤＭＯで国がどの程度の機能を求めているのか、どの程

度の準備をすればいいのかというところが、まだ甚だ不透明でございますので、

これは今後の国の発言と申しますか、意見表明といいますか、そういったこと

と他県での動き、これらを注視していきたいと思っています。 

  今、私どもは、県で観光産業活性化計画を今年度策定することにしておりま

すけれども、これは観光産業を成長産業として、観光を活性化させて、ぜひ、

観光事業者の方にもっともうけていただきたい。観光で山梨県にもっとお金を

落としていただきたい。そのためにはどうすればいいかということを計画の中

で明らかにしていこうというものでして、国におけるＤＭＯの推進の動きと方

向性というのがぴったり一致しているわけでございます。県の方向性と国の方

向性、一緒でございますので、しかもスタートは私どものほうが早かったとい

うところがございますけれども、ぜひ、ＤＭＯにつきましては、できるだけ多

くの市町村観光協会の方々に手を挙げていただいて、また、そういう意思のあ

るところについては積極的に支援をしていきたいと考えております。 

  以上でございます。 
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主な質疑等 エネルギー局・企業局 

 

※所管事項 

 

質疑 

（やまなしパワーについて） 

佐藤副委員長  それでは、やまなしパワーについてお伺いしたいと思います。電力の供給先

について新規立地企業と経営拡大企業、既存企業については製造業を対象にす

るということでございますが、新規立地企業は全て対象とされますか。 

 

日向企業局電気課長 新規立地企業につきましては、大枠といたしまして、まず契約電力が２,

０００キロワット未満の高圧で受電する企業を対象と考えております。具体的

には、現在ある補助制度の対象業種で、製造業やサービス業等にかかる助成制

度を受けられない企業を対象とすることにより、助成制度を補完いたしまして、

県内進出等の動機づけを図る考えであります。また、経営革新計画の承認を受

けた場合や、製造業における創業等の新規立地、さらに桃の光センサー機器を

導入する共同出荷施設や陸上養殖業の新規立地も対象とする考えであります。 

 

佐藤副委員長  経営拡大企業はどのぐらいの事業を拡大すればいいのか、枠組みといいまし

ょうか、お伺いできますか。 

 

日向企業局電気課長 経営拡大企業の要件についてでありますが、売上高の１０％以上の設備

投資をする企業を原則として対象とする考えであります。 

 

佐藤副委員長  予算目標、成果といった辺はいかがなものですか。 

 

日向企業局電気課長 予算的な計画での申し込みをしていただきまして、それで対応していき

たいと考えております。 

 

佐藤副委員長  旅館やホテルの増改築は供給対象になるんでしょうか。どのぐらいの増改築

をすれば供給対象になるのかお伺いします。 

 

日向企業局電気課長 旅館、ホテルの新築につきましては、新規立地企業の供給対象とする考

えであります。増改築につきましては、延べ床面積の１０％以上の増加、また

は売上高の１０％以上の設備投資をする旅館、ホテルを対象としたいと考えて

おります。 

 

佐藤副委員長  既存企業について、製造業を供給対象とするようですけれども、製造業全て

供給対象と考えてよろしいですか。 

 

日向企業局電気課長 既存企業の対象となる製造業は、総務省の日本標準産業分類で２４業種

に分類されますが、県の主力産業であります電子部品・デバイス・電子回路製

造業などを含む契約電力が高圧で５００キロワット未満の全ての中小製造業

者を供給対象としたいと考えております。 

 

佐藤副委員長  やまなしパワー、４月１日から３年間で供給されればよいという考え方でよ

ろしいですか。 
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日向企業局電気課長 新規立地や経営拡大企業につきましては、電力供給を開始した日から３

年間、既存企業につきましては明年４月以降の最初の検針日から３年間供給を

する予定であります。 

 

佐藤副委員長  終わりますが、やまなしパワー、４月１日から３年間ということで、多くの

企業が参加、応募していただくこと、本計画が有意義な成果を上げることを期

待して終わります。 

 

矢島公営企業管理者 このやまなしパワーを発表した後、私どものところには県内の企業の皆

さんから非常に期待しているという電話をたくさんいただいております。この

やまなしパワーの事業の狙いというのは、新規立地を促進させるとか、あるい

は現在頑張っている企業の皆さんに事業を拡張していただいて、優良な雇用を

生むということを狙いにしておりますけれども、企業の皆さんの期待に応えて、

この狙っている効果が大きく出ますように、企業局一丸となってこれから頑張

っていきたいと思っております。 

  以上です。 

 

        （太陽光発電施設の適正導入ガイドラインについて） 

小越委員  先日、太陽光発電の適正ガイドラインが決まりまして、エネルギー局から事

業者に説明会があったと思うのですけれども、どの程度の方々が説明会に参加

され、どのような御意見が出されたのかまずお伺いします。 

 

井出エネルギー政策課長 ガイドラインの説明につきましては、１１月１３日に県庁で会議を

開催いたしました。内容につきましては、ガイドラインについての説明という

ことでございますが、市町村の担当者が１９市町村で３８名、太陽光発電事業

者などが５４社で７４名を対象といたしました。ガイドラインの内容につきま

しての質疑等々がございまして、説明をしたところでございます。 

  以上です。 

 

小越委員  事業者側、市町村側から意見とか、これは困るとか、そういう質問などはあ

ったのでしょうか。 

 

井出エネルギー政策課長 まず、県として一丸となって、このガイドラインを周知徹底し、運

用していくという趣旨の御説明をいたしまして、市町村からは、細かい内容に

ついての質問はございましたけれども、趣旨についての疑問点等は特にござい

ませんでした。事業者からは、これまで太陽光発電を非常に普及促進してきた

が、県としては今後はどういう方針であるのかという問い合わせがございまし

たが、事業用太陽光につきましては適正な導入を進めていくという趣旨を御説

明いたしております。 

  以上でございます。 

 

小越委員  ガイドラインについては、私もエネルギー地産地消政策提言案作成委員会の

中でもお話しさせていただきましたが、立地を避けるべきエリアや、慎重に、

また特に配慮すべき事項、住民の合意など、かなり細かく、そしてかなり住民

目線に沿った内容となっていたと思うのですけれども、一方、業者からすると、

なぜこんな厳しくするのかという意見もあったかもしれないと思っています。

今回のガイドラインは、これからつくるところ、そして今までつくっていたと
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ころについても、なるべく配慮していただきたいということだと思うのですけ

れども、この説明会を受けてから、県や市町村が幾つか指導や助言をされたよ

うな事例はあるんでしょうか。 

 

井出エネルギー政策課長 説明会の後でございますけれども、現実には事業者からの問い合わ

せも数件来ております。また、市町村からの問い合わせ、また県民の皆様から

の問い合わせもいただいているところでございます。具体的に施工中の事業者

に対しまして直接、施工中の現場に赴きましてガイドラインの趣旨を説明して、

可能な限り改善といいますか、ガイドラインの趣旨の徹底をお願いするという

ことを市町村と一緒になって説明したケースがございます。また、個々の事業

者からの問い合わせにつきましては、ガイドラインの趣旨を御説明するという

ことで、また、今後におきましても問い合わせがあれば応えてまいりたいと考

えております。 

  以上です。 

 

小越委員  北杜市でも、このようなことは困るという意見、要望が出されたということ

も聞いておりますし、私の近所の善光寺にも、まだ今度拡張したいということ

で判をお願いしたいと聞いたけれども、このガイドラインに沿っているのかど

うか、住民の方々からも異論が出ております。例えば県や市町村が指導や助言

をするときは、住民からの情報提供なのか、苦情があったときなのか、市や県

がパトロールをしたとき、これはまずいんじゃないかというときなのか、どう

いうふうにして指導、助言をしていくんでしょうか。 

 

井出エネルギー政策課長 事業用太陽光の事案の把握が課題になると考えております。把握に

つきましては、現状、国からの情報提供がない中で、やはり市町村の担当から

の情報提供、特に許認可の関係で相談がある場合の情報提供、また、住民の方々

から直接、県庁あるいは市町村に問い合わせがあった場合の情報を端緒としま

して、それに基づいて調査を行う、あるいは聞き取りを行うということで現状

は進めているところでございます。 

 

小越委員  ぜひ、広くつかんでいただきまして、ガイドラインに沿っているかどうかか

なり疑問なところもあるかと思います。そのうちの一つが、例えば、ＪＩＳ基

準に沿って設備面は規模を問わず、強度を確保し、強風による被害の未然防止

と書かれておりますが、野建ての太陽光発電、基礎設計はＣ８９５５太陽電池

アレイ用支持物設計基準に基づき、独立基礎と連続基礎、それからサイコロ基

礎という３つが大体あるようなことを聞いております。その中でも比較的安価

なものをつくっているところが多いと。独立基礎とか、それからサイコロ基礎

というところで、コンクリートの使用が少なくて、すぐできるところで支柱に

なっているところが非常に多いと聞いております。そういうところについての

指導とかパトロールとかはされているんでしょうか。特に、強風、台風につい

て、このままでいくとこの設計のＪＩＳ基準に基づいて対応できる、耐えうる

ようなにはなかなかないと言われているのですけれども、いかがでしょうか。 

 

井出エネルギー政策課長 太陽光パネルの基礎に関する技術的な基準につきましては、委員御

指摘のとおり、ＪＩＳ基準がございまして、これにつきましては電気事業法に

基づく政令に基づいて運用がなされていると承知をしております。電気事業法

に基づく運用でございますので、直接、私どもで所管ができかねる部分はござ

いますが、極力、安全なものかどうかという観点から御指摘、情報提供をいた
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だいた場合には、現地を確認した上で、事業者に直接、その施工法などを問い

合わせた上で、どういった形の基準をクリアしているのかという点について問

い合わせて、適正なものとなるように促しているところでございます。 

  パトロールという意味では、全てをパトロールすることはできませんが、情

報提供いただいたものについてはきちんと把握をして、事業者に対する指導を

行っていくというスタンスで臨んでいるところでございます。 

 

小越委員  太陽光ポータルサイトによりますと、ほとんどの発電所がこの基礎重量をク

リアしている発電所は実際には多くないと推測されます。それだけしっかりや

ると費用、コストがかかってしまうということも含めて、どちらかというと独

立基礎ではなく、連続基礎、ベタ基礎と、サイコロ基礎が行われているような

ことも聞いておりますので、エネルギー局だけで所管することは大変厳しいと

思います。全県で何カ所もありますし、行われていないところが大変あります

ので、市町村の窓口からの情報提供や、県土整備部などいろいろなところが県

の市町村が山間地も含めて回っていますので、そこからの情報もいただきなが

らやってほしいと思いますが、このＪＩＳ基準というのは、何のことかよくわ

からないわけですよね。こういうところは危ないですということを具体的に示

していただきまして、パトロールなりいろいろなところから情報を寄せていた

だくようにしていただきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

 

井出エネルギー政策課長 事業太陽光を適正に導入するということで、県庁の関係する県土整

備部並びに森林環境部等の関係課とも連携をとって進めていくということで、

説明会につきましても、県庁内を対象とした説明会も１１月に開催していると

ころでございます。 

  これまでも、大規模な事案、あるいは心配されるような事案がある都度にエ

ネルギー局を中心としまして県庁内の連絡調整をとりながら、現場の把握も含

め、進めているところでございます。今後におきましても委員から指摘があり

ましたとおり、関係部局と連絡をとりながら、情報収集も行いながら、適正な

導入に努めてまいりたいと思います。 

 

浅川委員  小越委員の質問と関連する部分ですが、最近の事例なので、井出エネルギー

政策課長は承知だと思うんですけど、国道１４１号の箕輪の農道へ入ったとこ

ろですが、これは県の補助金を使って３年前ぐらいに除間伐をした場所を造成

して太陽光発電を設置したのですが、１１月４日だったでしょうか、ガイドラ

インができたときに、有名な業者のところにガイドラインを持って説明に行っ

ていると思いますが、こういう県絡みのところがかなりあります。つい先日オ

ープンした樫山牧場も県有地ですよ。再三再四、注意しながら、ここで、最初

の災害が起きています。県で補助金まで出したところで、３年ぐらい補助金返

せばいいということではないでしょう。特に県が絡んでいるところは。まだま

だ１０キロワット以上の設備認定件数が４，６００件ぐらいある中で、９００

件ぐらいしか稼働していないわけでしょう。このことをやっぱり承知してかか

っていかないと、いつまでたってもこんなことでは、山梨県の自然に対して、

要するに災害から守れないじゃないですか。 

  ぜひこのことをガイドラインの中に再度検討していただいて、コンクリート

ではないって言ってたから、特に県有地だとか、県の条例の引っかかるところ

はきっちり見ていっていただきたいと小越委員に補足して発言したいと思い

ますが、これは最後だからエネルギー局長から答えをいただきたいと思います。 
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赤池エネルギー局長 今の、お話の現場につきましては、私どもも確認していまして、今、大

規模な開発が行われているわけですけれども、まだ、着手したとはいえ、いろ

いろ工事が進む中で、市町村と一緒に指導して、できるだけガイドラインに沿

った導入はしてもらうようにお願いしたいと思います。 

  あと、先ほど井出課長から話があったように、全庁でチーム組んでやってい

ますので、その辺は特に県有地など県絡みがあれば、すぐに情報をいただいて、

適正に導入するよう、対応していきたいと思います。 

 

その他    ・本委員会が審査した事件に関する委員会報告書の作成及び委員長報告につい

ては委員長に委任された。 

       ・閉会中もなお継続して調査を要する事件については、配付資料のとおり決定

された。 

・閉会中に実施する県内調査の日時、場所等の決定は委員長に委任され、明年

１月下旬に実施することし、場所等については後日通知することとした。 

       ・１１月９日に実施した閉会中の継続審査案件にかかる県内調査については、 

議長あてに報告書を提出した旨報告した。 

 

以  上 

 

 

                       農政産業観光委員長 桜本 広樹 

 

 


